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はじめに

 ガス事業は、天然ガスの安定供給の確保、ガス料金の最大限抑制、利用メニューの多様化と事業機会拡大、天然ガ
ス利用方法の拡大といった目的意識の下、2017年４月の小売市場の全面自由化等のガスシステム改革に取り組
んでおり、従来からの他エネルギーとの競合に加え、都市ガス間競争が進展しているほか、ガスにとどまらない多様なサー
ビスが提供されるなど、ガス事業者も様々な取組を始めたところ。

 一方、ガス事業を取り巻く環境は大きく、かつ、急速に変化している。世界規模でのCO2削減取組強化・脱炭素化
の要請や、自然災害の頻発化・激甚化に伴いエネルギー安定供給確保のためのインフラ強靱化の要請が今までより一
層高まっていることに加え、国際的なLNG需給構造の変化、少子高齢化・人口減少によるガス需要の変化、AIや
IoTといったデジタル化の進展、そして新型コロナウィルス感染症に伴う生活様式の変化等、ガス事業者は国内外の多
様な環境変化に即応した対応が求められている。

 これらの変化に十分に対応できない場合、ガスを単純に供給する事業を継続することはいずれ困難になるおそれがあ
るという危機意識の下、需要家にとって主要なエネルギーを供給するガス事業は環境適合、安定供給、経済効率
（３Ｅ）の観点から、以下のような高度化を進めることが必要と考えられる。

① 環境適合：サステナブルな社会に向けた低炭素化・脱炭素化

② 安定供給：安全・安心な社会に向けたレジリエンス強化

③ 経済効率：安定供給継続・事業継続に向けた経営基盤の強化

 これらの論点と方策について、気候変動問題、デジタル化等のテクノロジー、新ビジネス等の国内外の最新の知見を収
集して多角的に検討を行うため、ガス事業のみならず他分野の事業者の取組等を聴取し、様々な分野の有識者と検
討を行う「2050年に向けたガス事業の在り方研究会」を2020年9月に設置した。

 その後、2020年10月の所信表明演説において、菅内閣総理大臣が我が国が2050年にカーボンニュートラルを目
指すことを宣言したことに伴い、カーボンニュートラルに向けた議論が加速したことを踏まえ、脱炭素化についてはより丁
寧に議論を行った。

 2050年に向け、脱炭素・低炭素、レジリエンス強化、経営基盤強化に関する課題や、求められるガスの役割及びそ
の解決に向けた方向性や取組を整理し、官民で進めることを目指して、本研究会の「中間とりまとめ」を行う。
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出典：第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年10月26日）資源エネルギー庁石油・天然ガス課説明資料

第1回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年9月4日）資源エネルギー庁説明資料

LNGの日本における重要性

 電力や都市ガスに用いられるLNG（液化天然ガス:Liquefied Natural Gas）は、CO2排出量が少ない、
クリーンな化石燃料。

 LNG供給国は、中東・豪州・東南アジア・ロシア・米国など、多角化しており、原油（中東依存度
89％）に比較して供給途絶リスクは低い。

 過去40年間で世界で最も拡大したエネルギー源が天然ガス。東京ガスと東京電力が1969年に
輸入を開始したのが先駆けとなり、日本は世界一のLNG輸入国として、市場の拡大を牽引。近
年は中国の需要が急増しており、早ければ2021年に日本を抜いて1位に。

＜燃焼時CO2排出量＞

出典：エネルギー白書2010
出典：貿易統計

＜日本のLNG調達先＞ ＜世界のLNG輸入量シェア＞

出典：BP統計2020より経産省作成

※石炭を100とした場合

＜世界エネルギー供給の内訳の変遷＞

出典：BP Statistics, Cedigaz (~2015), GIIGNL
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一次エネルギー供給に占める天然ガスの割合

エネルギー白書2020（抜粋）

第2節 1．（2）①（ウ）天然ガス消費の動向

2017年の一次エネルギー総供給量に占める天然ガスの割合は、米国の30%、OECD欧州の25%に対して、
日本もOECD欧州と同程度の23%となっています。以前は、日本の一次エネルギー供給に占める天然ガスの比
率は米国や欧州と比較して低いものでした。これは、欧米では自国若しくは周辺国で天然ガスが豊富に生産され
るため天然ガスの利用が進んできた一方、我が国は、天然ガスのほかのエネルギーに対する競争力が十分でない
ためでした。しかし、東日本大震災後に停止した原子力発電の多くを天然ガス火力発電で代替したことが影響し、
2010年の17%から6ポイント上昇しました。

出典：エネルギー白書2020

日本・米国・OECD欧州の一次エネルギー構成（2017年）
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国際的な需給構造の変化

エネルギー白書2020（抜粋）

第1節 1．（1）②国際需給構造の変化と地政学リスクの高まり

（略）近年、米国のシェールオイル・ガス開発やロシア・北極圏でのガス開発など、新たな資源供給源が出現し
たことにより、（略）例えば（略）米国は、シェール革命の進展により、（略）2020年中にもエネルギー純輸
出国に転じる可能性があるとの見通しが示されています。

需要側について見てみましょう。世界の石油・天然ガス等の需要は引き続き拡大傾向であり、特に、LNGの需要
は2040年までに倍増する見通しです。その内訳を見てみると、2009年に米国に代わって世界最大のエネルギー
消費国となった中国や、同じく世界第3位のインドが、人口増加や経済成長等を背景として資源需要を急速に
拡大し、エネルギー市場における存在感を日増しに高めていく見通しです。一方で、日本の相対的な市場シェア
は縮小し、今後、国際市場における日本の地位は相対的に低下していくものと見られます。

これらの国の需要動向や政策動向は、国際マーケットにおける価格形成にも大きな影響を及ぼすようになってき
ています。（略）

LNG需要の拡大

出典：エネルギー白書2020

2018年 2040年

令和2年9月4日
第1回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁説明資料より抜粋・加工
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令和2年10月26日
第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁石油・天然ガス課説明資料より抜粋アジアの化石燃料の需要予測

 東南アジアでは、少なくとも2040年時点まで化石燃料の利用（約7割超）が伸びると予想さ
れている。

 CO2排出量が少ないとされるLNG・ガスの需要も、適切なインフラ整備がなされなければ、落ち
込むとの見通し。

（出典）：IEA Southeast Asia Energy Outlook 2019

アジア地域でのガス需要の増加予想
（2019-25）

（出典）: IEA Gas 2020

インフラ整備がなさ
れた場合

インフラ整備がなされな
かった場合

東南アジアのエネルギー需要予測
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JKM（アジアのLNGスポット価格）

NBP（欧州の天然ガス価格指標）

ヘンリーハブ（米国の天然ガス価格指標）

JLC（日本の輸入価格）

ブレント原油（右軸）

（ドル／MMBtu）

2016年 2017年 2018年 2019年2015年2014年

（ドル／バレル）

2013年2012年2011年 2020年

 日本のLNG引き取り価格は乱高下を繰り返している。例えば、2011年の東日本大震災後の急激な需要拡大や
、2017年の中国の急激なLNG需要拡大によって高騰した。また、2020年に入りCOVID-19の影響により歴史
的な低価格となった。

 多くの長期LNG売買契約は、原油価格リンクで価格を決定しており、原油価格変動の影響を受ける。

 中長期的な視点で、LNGの供給側と需要側双方に裨益する持続可能な価格メカニズムを追求する必要がある。

Source: S&P Global Platts, and others.

天然ガス・LNG市場価格の推移 (2010年~現在)

LNG価格のボラティリティ
令和2年10月26日
第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁石油・天然ガス課説明資料より抜粋・加工
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事業名 需要家件数 事業者数

都市ガス事業 約3,075万件
（メーター取付数※1）

195事業者

旧一般電気事業
約5,600万件

(電灯電力契約口数※2)
10事業者

（参考）
総世帯数 約5,500万件※3

■需要家件数

※1 ガス事業便覧2019年版 ※2 電気事業便覧2019年版
※3 都道府県別推計世帯支払率＜２０１８年度末＞

■都市ガス事業者の供給区域

■地域別一般ガス導管事業者数（193者）

北海道 ８ 近畿 19

東北 34 中国 12

関東 81 四国 1

中部 7 九州 26

北陸 4 沖縄 1 私営事業者（173者）

公営事業者（20者）

都市ガス事業の特徴

 都市ガス事業者（旧一般ガス導管事業者）は、193者。

 都市ガス事業の導管網は、都市部を中心に普及し、供給区域は国土の約6％弱。また、需要家
件数は3,075万件であり、全世帯の50％強をカバーしている。

 ８割の都市ガス事業者は従業員100名以下と大半が中小企業。

出典：第1回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年9月4日）日本ガス協会説明資料
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都市ガス販売量の推移

 都市ガス販売量は、2007年度までは右肩上がりだが、それ以降はゆるやかに漸増している。

 用途別では、家庭用・商業用が漸減する一方で、工業用が増加しており、全体としては漸増傾
向となっている。

出典：ガス事業生産動態統計

都市ガス販売量の推移
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ガスシステム改革の目的

 ガス事業は、従来、垂直統合の許可制とされ、小売やネットワークの維持・運用等を特定の事業者
が地域独占的に行ってきた公益事業である。

 1990年代以降、小売部門の部分自由化を進めており、価格交渉力のある大口需要へのガス供
給について、基準となる需要量を段階的に引き下げながら、地域独占、料金規制を撤廃してきた。

 2010年代に入り東日本大震災を契機とした電力システム改革が進められる中、ガスについても、以
下の様な目的意識の下、小売市場の全面自由化等のガスシステム改革に取り組んできた。

１．天然ガスの安定供給の確保
 ガス導管網の新規整備や相互接続により、災害時供給の強靱化を含め、天然ガスを安定的

に供給する体制を整える。

２．ガス料金を最大限抑制
 天然ガスの調達や小売サービスの競争を通じ、ガス料金を最大限抑制。

３．利用メニューの多様化と事業機会拡大
 利用者が、都市ガス会社や料金メニューを多様な選択肢から選べるようにし、他業種からの参

入、都市ガス会社の他エリアへの事業拡大等を通じ、イノベーションを誘発。

４．天然ガス利用方法の拡大
 導管網の新規整備、潜在的なニーズを引き出すサービス、燃料電池やコージェネレーションなど

新たな利用方法を提案できる事業者の参入を促進。

平成30年9月20日
第１回ガス事業制度WG資料より抜粋・加工
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ガスシステム改革の進捗状況

 2016年４月に、電力取引監視等委員会の所掌事項にガス事業に係る事項も追加し、電力・ガ
ス取引監視等委員会に改称した。

 2017年４月に小売全面自由化を実施し、原則として料金規制を撤廃。ただし他のガス小売事
業者や他燃料事業者との間に十分な競争関係が認められない９事業者においては経過措置料
金規制を存置している。

 改正ガス事業法に基づき、2022年４月には大手一般ガス導管事業者３社の導管部門の法的
分離を実施することとなっている。

令和2年10月20日
第14回ガス事業制度WG資料4より抜粋・加工
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競争の進展状況 販売量における新規小売の動向

 小売全面自由化以降、電気事業者、LPガス事業者、石油元売、鉄鋼等といった異業種の参入
が進んでおり、これら新規参入者のガス市場に占めるシェアは、2017年4月の小売全面自由化
当初の8.2%から15.4%（2020年11月時点）に拡大。

 内訳としては、家庭用が+12.4%（0.0%→12.4%）、商業用が+6.9%
（0.4%→7.3%）、工業用が+5.4%（12.6%→18.0%）の伸びとなっており、いずれの用
途においても都市ガス間競争が進展。
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利用メニューの多様化に向けた事業者の新たな取組

 小売全面自由化を契機に、新規参入者の有無に関わらず、従来からの他のエネルギーとの競合
等を踏まえ、新たな料金メニュー・サービスメニューの提供や、既存料金メニューの引き下げなどが行
われ、事業者の創意工夫により料金・サービスの多様化が進んでいる。

 小売全面自由化以降、新たな料金メニュー・サービスメニューを打ち出した事業者は125者で、当
該事業者のエリアの需要家件数は、全体の約95%（※１）を占めている。

令和2年10月20日
第14回ガス事業制度WG資料4より抜粋



15

事業者が提供する新たな料金メニュー・サービスメニューの類型

 事業者が提供する新たな料金メニューやサービスメニューには次の類型が見られる。

都市ガスを電気、通信サービスなど他のサービスとセットで
割引価格により提供

一般家庭の需要家等に新たに提供される料金メニュー

エネファームや太陽光発電で発電した電力のうち、家庭で
使われず余剰となった電力を買い取り

電力買取サービス 5サービス

ポータルサイトで都市ガス及び電気の使用量や料金の確
認を需要家が自ら行うことが可能

見える化サービス 8サービス

セット割引

都市ガスの支払料金に応じてポイントが貯まり、貯まった
ポイントは商品や電子マネー等へ交換可能

ポイントサービス

新たな料金メニュー 145メニュー

23サービス

暮らしサービス

駆け付けサービス

見守りサービス

家事支援サービス

水回りや鍵、窓ガラスのトラブルなど、緊急時に対応

料理・掃除等の家事代行や水廻り・エアコン等のハウスク
リーニングなど、住まいに関する支援を実施

都市ガスの使用状況を離れた家族へメールで通知、
異変を感知した際には関係機関へ連絡

37サービス

※1社が複数のメニュー・サービスを提供する場合、それぞれをカウント。

48メニュー

令和2年10月20日
第14回ガス事業制度WG資料4より抜粋
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カーボンニュートラルに関する議論の加速化

 2020年10月26日、第203回臨時国会の所信表明演説において、菅内閣総理大臣は、
「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言。

 これによりカーボンニュートラルの実現に向けた議論が加速。

2020年
10月26日 菅総理所信表明演説

我が国は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、
脱炭素社会の実現を目指すことを、ここに宣言いたします。

梶山経産大臣会見
 カーボンニュートラルへの取組は簡単なことではなく、国民一人一人が自分事として取り組む必要があります。我慢の

先にカーボンニュートラルがあるのではありません。カーボンニュートラルに取り組むことが、将来の企業収益につながり、
経済と環境が好循環していく。このような日本経済を作ってまいりたいと思っております。

11月17日 総合エネ調基本政策分科会 ※月1~2回ペースで開催

次期エネルギー基本計画においては、エネルギー分野を中心とした2050年のカーボンニュートラルに向けた道筋を
示すとともに、2050年への道筋を踏まえ、取り組むべき政策を示す。

12月25日 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略
 14の重要分野ごとに、高い目標を掲げた上で、現状の課題と今後の取組を明記し、予算、税、規制改革・標準

化、国際連携など、あらゆる政策を盛り込んだ実行計画を策定。
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（参考）第33回基本政策分科会（令和2年11月17日） 資料より抜粋
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（参考）第33回基本政策分科会（令和2年11月17日） 資料より抜粋
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（参考）第36回基本政策分科会（令和3年1月27日） 資料より抜粋
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（参考）グリーン成長戦略

 令和2年12月にとりまとめられたグリーン成長戦略では、14の重要分野ごとに、高い目標を掲げ
た上で、現状の課題と今後の取組を明記し、予算、税、規制改革・標準化、国際連携など、あ
らゆる政策を盛り込んだ実行計画を策定。

 この戦略を着実に実施するとともに、更なる改訂に向けて、関係省庁と連携し、目標や対策の更
なる深掘りが検討されていく。

グリーン成長戦略において実行計画を策定した14分野

メタネーションを位置づけ



22第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年10月6日）秋元委員説明資料より抜粋
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第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年10月6日）秋元委員説明資料より抜粋



24第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年10月6日）秋元委員説明資料より抜粋



脱炭素化に資するガスの役割①

 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、電力部門では非化石電源の拡大、産業・民生・運輸（非電
力）部門（燃料利用・熱利用）においては、脱炭素化された電力による電化、水素化、メタネーション、合
成燃料等を通じた脱炭素化を進めることが必要と考えられる。特に脱炭素化された電力による電化は有望な
脱炭素手段として議論が進められている。

 電化を含め様々な可能性を考慮した上で、電化にはないガスの強みを踏まえれば、ガスは次のような役割を
担うと考えられる。

25

＜１．熱の利用＞

 我が国の産業・民生部門におけるエネルギー消費量の約6割は熱であり、電力より多い。特に産業分野においては、電化
による対応が難しい高温域も存在しており、ガスがこの分野を支えていくことが考えられる。ガスの脱炭素化により熱の脱
炭素化に大きく貢献できる。

 また、ガスは需要地で熱に変換するため、電気で熱を製造する場合に比べエネルギー効率が高い。ガスコージェネレーショ
ンシステムを活用すれば熱と電気の両方を利用することができる。熱を有効活用した分散型エネルギーシステムの推進に
おいてガスは役割を果たす。

 水素の直接利用が一層拡大し、CO2の減少により合成メタンが減少する可能性もある。あらゆる選択肢を追求する観
点から、ガスの役割として水素を活用した産業用の熱利用を開発していくことが必要と考えられる。

 民生部門の熱需要については、当分の間、天然ガス供給が役割を果たしつつ、ガスの脱炭素化を進めることにより、熱の
脱炭素化に資すると考えられる。他方、電力との代替可能性があり、合成メタン等のカーボンニュートラルガスと脱炭素化
された電力の価格差がある場合等に、ガスではなく電力が選択される可能性があることに留意が必要。また、民生部門の
熱需要において水素の直接利用を拡大するには、既存インフラをどのように活用して水素等を供給するか等、制度面・技
術面・コスト面・安全面の動向等を踏まえつつ、継続的な検討が必要。

脱炭素化に資するガスの役割
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熱需要における脱炭素化の重要性

 日本の民生・産業部門における消費エネルギーの約６割は熱需要。特に産業分野においては、
電化による対応が難しい高温域も存在。

 2050年カーボンニュートラル実現に向けては、熱需要の脱炭素化を実現することが重要。

（出典）平成29年度新エネルギー等の導入促進のための基礎調査

産業部門の業種別・温度帯別の熱需要 イメージ

 産業部門の熱需要は低温帯から高温帯まで多岐にわたる。

 例えば、鉄鋼業のような高温帯が必要な業種における熱需要は、電気で
は経済的・熱量的にも供給することが難しい。化学分野は幅広い温度帯を
活用しているが、石油化学のように高温帯を扱う分野では既存の大型設備
で適用できる電化設備は存在しない。

（出典）令和3年1月27日第36回基本政策分科会資料

民生、産業部門の
用途別エネルギー消費量

民生、産業部門の
エネルギー消費量

約9,700PJ

電力
動力他
28.5%

熱
62.0%

非エネルギー
（原料）

9.5%

（出典）2020年エネルギー白書を基にJGA作成



27出典：日本ガス協会HP

（参考）ガスのエネルギー効率

 ガスは需要地で熱に変換するため、電気で熱を製造する場合に比べエネルギー効率が高い。

 コージェネレーションシステム等を活用すれば熱と電気の両方を利用することができる。
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2050年カーボンニュートラル実現に向けた方向性

 2050年カーボンニュートラル実現は、合成メタンの供給など供給側(ガス事業者)の取組だけでな
く、合成メタン等の利用につなげるため需要側のエネルギー転換が必要。

 供給側・需要側それぞれが脱炭素化に資する取組を進めていく必要がある。

※トランジション：カーボンニュートラル、脱炭素社会実現のための「移行期」を指す。

① 需要側の取り組みである「徹底した天然ガスシフト・天然ガス高度利用」による着実なCO2削減。（2050年までの累積CO2を極力低減）

② 並行して、メタネーションや水素利用等、供給側のイノベーションによる「ガス自体の脱炭素化」。

③ あわせて、優れた国内技術の海外展開等の「海外貢献」による世界のCO2削減への貢献や「CCUSに関する技術開発やその活用等」。

ガス業界の2050年およびその先に向けた取組（2020年11月 日本ガス協会「カーボンニュートラルチャレンジ2050」）
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ガスのカーボンニュートラル化の様々な実現手段

 ガス自体のカーボンニュートラル化・脱炭素化には水素の利活用（水素直接利用や合成メタン

（カーボンニュートラルメタン））やバイオガスを加えた様々な手段がある。

 日本ガス協会は、これらの手段に加えて、脱炭素化に資する手立てであるCCUSやカーボン
ニュートラルLNG等、複合的に用いて、将来のガスのカーボンニュートラル化にチャレンジすること
を発表している。

令和3年2月24日
第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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2050年都市ガスのカーボンニュートラル実現に向けた絵姿

 具体的な課題や取組を検討するにあたって、2050年カーボンニュートラル実現に向けたシナリオ
を描くことは重要。ただし、将来における不確実性を踏まえながら柔軟な対応を可能とする戦略を
検討することが必要。

 日本ガス協会では、合成メタンをはじめ、水素（直接利用）やCCUS、その他の脱炭素化手段
を活用し、カーボンニュートラル実現を目指している。

脱炭素化の手段 2050年※

ガ
ス
自
体
の

脱
炭
素
化

水素（直接利用） 5％

カーボンニュートラルメタン 90％

バイオガス

5％

脱
炭
素
化
に
資
す
る

手
立
て

天然ガス＋CCUS

カーボンニュートラルLNG

海外貢献

DACCS

植林
※上記数値はイノベーションが順調に進んだ場合の到達点の一例を示すもの

水素やCO₂等は政策等と連動し、経済的・物理的にアクセス可能であるという前提

2050年ガスのカーボンニュートラル実現に向けた姿（日本ガス協会）

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年2月24日）日本ガス協会説明資料
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（参考）第4回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年12月16日）日本ガス協会説明資料より抜粋
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日本ガス協会のカーボンニュートラル化へのチャレンジ
‐2050年ガスのカーボンニュートラル化実現に向けたロードマップ-

 日本ガス協会は、2050年ガスのカーボンニュートラル化実現に向け、需要・供給両面における取
り組みを加速するとともに、革新的イノベーションにもチャレンジすることを発表。

 2050年に向けたロードマップ、とりわけ2030年に向けた取組の詳細について早急に検討を深掘り
していく。

令和2年12月16日
第4回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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（参考）日本ガス協会が描く2050年のガス供給の絵姿

 日本ガス協会は、これまで培ってきたガス・ガス事業者の強みを更に強化し、既存ガスインフラを活用
できる合成メタン（カーボンニュートラルメタン）や水素直接利用を適材適所に使い分け、再エネを
含めたエネルギー全体の最適化を通じて2050年の脱炭素社会の実現に貢献することを発表。

令和3年2月24日
第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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CO2排出量推移

 合成メタンはCO2を活用するため、将来的なCO2排出量の減少に伴って、合成メタンに必要な
CO2量の入手が困難になるおそれがある。バイオマスや大気中からのCO2回収（DAC）と組
み合わせた合成メタンに加え、水素を活用した熱需要を開発していくことも必要と考えられる。

出典：第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年10月6日）柴田委員説明資料
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（参考）第36回基本政策分科会（令和3年1月27日） 資料より抜粋



脱炭素化に資するガスの役割②

＜２．需要家のCO2削減＞

 天然ガスは化石燃料の中でCO2排出量が少ない。

 石炭・石油等から天然ガスへの燃料転換によりCO2排出量の削減に繋がるため、トランジション期の低炭素化に貢献でき
る。

 DACCS等の炭素除去（ネガティブエミッション）技術が当面は高コストであることを鑑みれば、トランジション期は需要
家のCO2排出量を徹底的に削減することが必要不可欠。自家用発電設備や船舶などの燃料の転換や、総合エネル
ギー効率の高いガスコージェネの活用によるCO2排出削減にガスは大きな役割を果たす。また、需要家が利用するガス
機器から排出されるCO2を分離・回収して利用するCCUSも、需要家のCO2吸収に有効。

 合成メタン等のカーボンニュートラルガスの活用を通じてガスの脱炭素化を図ることにより、ガスの需要家の既存設備を活
用して需要家のカーボンニュートラル化に貢献できる。

 水素利用拡大を見据え、産業部門をはじめとする熱分野での水素利用技術を開発する場合、これまで培ってきた、需要
家と一緒になって天然ガス機器を開発してきた経験、ガス体エネルギーを扱って培われたノウハウ、需要家との近さといっ
たガス事業の強みを活かせば、需要家の水素活用拡大において主体的な役割を果たせると考えられる。需要家の水素
活用拡大を官民一体となって強力に進めることにより、脱炭素化が進む中においても、我が国の産業競争力の強化に貢
献できる。

36

脱炭素化に資するガスの役割（続き）
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トランジション期における取組の方向性

 2050年のカーボンニュートラル実現に向けて、グリーン成長戦略において野心的なイノベーションの
検討が進められているが、このイノベーションが実現するまでの期間をどのように繋げていくかが重要で
あり、トランジション期においては、熱需要の低炭素化を進めていくことが重要。

 天然ガスは、化石燃料の中でCO2排出量が最も少ない。熱需要の低炭素化のためには、石油・
石炭から天然ガスへの燃料転換や高効率機器の導入等が有効。

 なお、2050年のカーボンニュートラル実現に向けて、メタネーション等の技術開発が進められており、
これらの技術開発が実現すれば既存インフラを活用可能であるため、天然ガス利用による低炭素
化を進めることは、将来的な脱炭素化に資することに繋がる。

出典：エネルギー白書2010

※石炭を100とした場合

LNG 57

石油 80

石炭 100

燃焼時CO2排出量

単に天然ガスへ切り替えるだけでなく、エネルギー計測やバーナー
開発等の技術支援を実施し、天然ガスの高度利用を促進。

①天然ガスの有効利用（天然ガスシフト）

Ａ重油
＋

従来バーナ

天然ガスへの
燃料転換

100
(CO2)

45

高効率化天然ガス

75 都市ガス事業者
による技術支援

省CO₂ 省エネ・省CO₂

燃料転換のイメージ

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年2月24日）日本ガス協会説明資料



38出典：Daigasグループ カーボンニュートラルビジョン（令和3年1月25日）

低炭素化を進めることの重要性

 革新的な技術の確立を待って脱炭素化を図る場合、技術確立が不透明であるとともに、技術確
立が達成されたとしても脱炭素化への転換時に多大なコストが生じることとなる。

 トランジション期に低炭素化を進め、燃料転換や省エネ・省CO2化の取組を進めていくことで、脱
炭素化への転換コストを削減していくことが重要。

カーボンニュートラルを見据えた確実なCO2削減の取り組み（大阪ガス）
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（参考）脱炭素化の主な手段（水素直接利用）

 将来の脱炭素化技術として期待される水素について、ガス業界ではこれまでエネファームや水素ス
テーション、発電設備等、ノウハウを蓄積してきた。

 今後、ガス事業者は、沿岸部等の都市ガス導管未整備エリアにおける水素直接利用をはじめ、
製造から利用までの水素利用の普及拡大に取り組む。

水素コジェネ

出典：再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議（第１回） 出典：燃料電池自動車等の普及促進に係る自治体連携会議（第1回）にJGA加筆

令和2年12月16日
第4回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋



脱炭素化に資するガスの役割③

＜３．再生可能エネルギーの調整力＞

 電力部門の脱炭素化を進める上で再生可能エネルギー等の最大限活用が検討されているが、再生可能エネルギーは
自然条件によって出力が変動するため、需要と供給を一致させる調整力の確保が必要。

 既に地域において再生可能エネルギーとガスコージェネレーションを組み合わせ、デジタル技術を活用した出力変動調整の
実証が行われており、ガスは地域における再生可能エネルギーの調整力となることが期待できる（熱の有効利用も期待
できる。）。

 地域において、再生可能エネルギーとその調整力であるガスコージェネレーションといった複数の供給力を持つことで、分散型
エネルギーシステムが拡がり、地域のレジリエンス向上に繋がる。

 また、将来的に再生可能エネルギーの余剰電力から水素を製造し、合成メタンや水素直接利用等を通じて電力の貯
蔵・活用に繋げていくことも考えられる。

＜４．再生可能エネルギー以外の電力の脱炭素化の担い手＞

 電力部門の脱炭素化を進める上で、再生可能エネルギー以外の選択肢として、CCUS火力や水素発電、アンモニア発
電などが考えられているが、これらの発電はガス体エネルギーによる発電であるため、その担い手としてガスの役割があると
考えられる。

40

脱炭素化に資するガスの役割（続き）
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【東京ガス】再エネの拡大とデジタル活用による天然ガスとの最適運用・制御

 東京ガスは、再エネ電源の拡大を推進しており、再エネ電源取扱量は国内外合計で約130万
kWである。国内では、自然電力をはじめ多くの企業と連携し、太陽光発電、風力発電、バイオマ
ス発電等の発電所を多数所有している。

 さらに、再エネ電源と天然ガス（大型電源、分散型電源）を組み合わせ、デジタル技術を活用
することで最適運用・制御を行い、CO2削減と安定供給を目指している。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
東京ガス説明資料より抜粋・加工



42

【大阪ガス】デジタル技術を活用したエネファームによるCO2削減

 大阪ガスでは、デジタル技術でエネファームを遠隔制御し、それを調整力として活用することで、発
電量制御が困難な自然変動再エネの大量導入時代の系統安定化に貢献。

 将来的な需給調整市場への参加を想定し、エネファーム約1,500台をアグリゲートするバーチャ
ルパワープラント（VPP）実証※により、系統安定化や経済性の向上を目指す。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
大阪ガス説明資料より抜粋・加工

※「R2年度需要側エネルギーリソースを活用したVPP構築実証事業補助金」のVPPアグリゲーター事業に参画
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（参考）JERAゼロエミッション2050

 2020年10月、株式会社JERAは、「JERAゼロエミッション2050」と「JERA環境コミット
2030」を発表。

出典：第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年10月26日）JERA説明資料
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（参考）三菱パワーの取組①（オランダ/Magnum水素焚き転換プロジェクト）

 三菱パワー株式会社は、オランダ北部に在するMagnum発電所の3系列中1系列を、2025年
末に天然ガスから水素焚きに転換することを目指すプロジェクトに参画。

出典：第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年10月4日）三菱パワー説明資料
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 三菱パワー株式会社は、 Magnum Development社およびユタ州政府と共に、岩塩空洞への
エネルギー貯蔵事業プロジェクトに取り組み中。

 米国インターマウンテン電力は、三菱パワーの水素焚きJAC型ガスタービン2台を選定。

（参考）三菱パワーの取組②（米国/Advanced Clean Energy Storageプロジェクト）

出典：第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年10月4日）
三菱パワー説明資料
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 ガスの役割を踏まえ、以下のような主な課題、対応の方向性、具体的な取組が考えら
れる。

ガスの役割を果たすための取組（1/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

脱炭素化に
資するガスの
役割

全体  ガスの脱炭素化（合成
メタン等のカーボンニュート
ラルガスの導入促進）

 ガスの脱炭素化に資す
る熱量制度の整備

 CO2排出量のカウント
の整理

熱の有効利用に資す
る分散型エネルギーシ
ステムの推進

 （官）ガスの脱炭素化に資する制度
の整備

（官民）カーボンニュートラルガスの導
入促進に向けた取組の推進

 （民）低熱量のカーボンニュートラル
ガスの比率増加を踏まえた熱量引
き下げ

 （官）カーボンニュートラルに資する
CO2排出量のカウントの整理

 （官民）再生可能エネルギー、熱を
有効活用したガスコジェネ、VPPを
はじめとしたデジタル技術等を活用
した分散型エネルギーシステム（エネ

ルギーの面的利用）の推進

 （官）ガスの脱炭素化に資する制度の検
討（例えばエネルギー供給構造高度化法へ

の位置づけ等）
（官民）カーボンニュートラルガスの導入
促進に向けた他業種も含めた官民での
検討体制の整備

 （官）標準熱量引き下げに向けた準備・
検討（技術動向等を踏まえた見直しを含む。
ガス事業制度検討WG）

 （官）カーボンプライシングの議論も踏ま
えたクレジットのあり方の検討、カーボン
ニュートラルに資するCO2排出量のカウ
ントの整理の検討

 （官民）再生可能エネルギー、熱を有効
活用したガスコジェネ、VPPをはじめとし
たデジタル技術等を活用した分散型エ
ネルギーシステムについて、ガス事業者
自らの主体的な取組や、同業種・他業
種・金融等との連携、先進事例支援
(地方自治体との連携など成功事例の横展開

(日本ガス協会)、モデル実証等)による推進
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エネルギー供給構造高度化法（概要）

 エネルギー供給構造高度化法は、エネルギー供給事業者（電気、ガス、石油事業者等）による①非化
石エネルギー源の利用及び②化石エネルギー原料の有効利用を促進するための法律。（平成21

年8月施行）

 エネルギー供給事業者は、経済産業大臣が定める基本方針及び判断基準に基づき、必要な取
組を行う責務がある。

判断基準における目標に関する計画の作成及び経済産業大臣への提出

基本方針（告示）

ガス事業者は、バイオガス(注１)の導入によるガス供給を拡大するとともに、液化天然ガスの貯蔵で発生するボイル・オフ・ガス(注２)を活用すべき 等

※これらの事業者に対しては、その取組状況が判断基準に照らして著しく不十分な場合には、経済産業大
臣が勧告・命令を行うことができる。

（注１）「バイオガス」とは「バイオマスから発生するガス」をいい、「バイオマス」とは「動植物に由来する有機物であってエネルギー源として利用することができるもの」をいう。
（注２）「ボイル・オフ・ガス」とは「液化天然ガスを貯蔵し、可燃性天然ガス製品を製造するまでの過程において、外部からの熱により自然に発生する可燃性ガス」をいう。
（注３）一定規模以上の事業者とは「非化石エネルギー源の利用」については、前事業年度におけるその製造し供給する可燃性天然ガス製品の供給量が９００億メガジュール以上の事業者をいい、「化石エネルギー原料の有効利用」に

ついては、前事業年度におけるその使用する可燃性天然ガスの数量が１２０万トン以上の事業者をいう。

エネルギー供給構造高度化法のスキーム（ガス事業関連部分）

一般ガス事業者等は、平成30年において、その供給区域内の余剰バイオガスの80％以上を利用することを目標とするとともに、平成32年におけ
るボイル・オフ・ガスの利用率を概ね100％とすることを目標とすること 等

判断基準（告示）

一定規模以上（注３）の事業者（東京ガス、大阪ガス、東邦ガス）が対象
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（参考）第38回基本政策分科会（令和3年3月11日） 資料より抜粋
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トランジション期の熱量制度とカーボンニュートラルの実現のための熱量制度

 合成メタンの混合量割合増加に伴い、LPGを追加して増熱しなければ、現行45MJ/㎥の都市ガ
スの熱量は下がっていく。

 このため、2050年カーボンニュートラルの実現に向けた最適な熱量制度について、ガス事業制
度検討ＷＧで検討が行われ、移行期間を15～20年として標準熱量制（40MJ/㎥）へ移行す
ることとされた。

 メタネーションによる合成メタン等のCNガスを増熱せずに既存の
ガス導管に注入することが可能となる標準熱量制（40MJ/
㎥）へ移行することとしつつ、同時に、将来的に安定的かつ安
価にCNなガスの供給を可能とする技術の導入・拡大を可能と
すべく、2050年CNを実現するためのガス体エネルギーのポー
トフォリオの検討は継続的に行っていく必要がある。

 移行期間を15～20年とすることを踏まえれば、現時点では
2045年～2050年に標準熱量の引き下げを実施することと
し、事前の検証を行った上で2030年に移行する最適な熱量
制度を確定する。

 CNを実現する最適な熱量制度への移行を着実に進めるため、
ガスの低炭素化効果（CN化率）等といったマイルストーンを
設定し移行までの進捗状況を確認していく。

 移行する最適な熱量制度についてはエネルギー政策全体にお
ける都市ガス事業の位置づけや今後の技術開発動向、家庭
用燃焼機器の対応状況等を踏まえ、必要に応じて2025年頃
に検証を行う。

ガス事業制度検討ＷＧポイント（令和3年3月16日）合成メタン混合量割合とCO2排出量削減率の関係

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年2月24日）日本ガス協会説明資料
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（参考）第38回基本政策分科会（令和3年3月11日） 資料より抜粋
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CO2排出量のカウント

（第6回研究会における意見）

 合成燃料の場合、そもそもCO２を分離・回収して利用して再排出するというプロセスなので、CO２の再排出は全く問題なく、CO２は元いた位置
に戻るというだけ。したがって、火力発電等からCO２を利用して合成メタンを作るという際の帰属について、カーボンニュートラルメタンの低炭素化効果
は、その中身である水素にあるのであって、分離・回収・利用して再排出されるCO２にあるのではないので、つまり、水素が従来型の化石燃料、都市
ガスやLNGを代替しているということをまず認識する必要がある。カーボンニュートラルメタンによる低炭素化効果の帰属が、このカーボンニュートラルメ
タンを利用する主体に100％属するというのが合理的な見方だと私は思っている。CO２の再排出の問題や帰属の解釈が非常に混乱しているのは、
カーボンニュートラルメタンを含む合成燃料をCCUの枠組で扱うから、CO２の帰属にフォーカスし過ぎて誤解が生じていると思っている。

 (CO2のカウントは)基本的には二重計上をされるのはまずいというのは分かる。また、本来これの貢献はゼロエミッションの水素に置き換えるのであると
いうことは全くそのとおりだが、それを前提としたとしても、帰属の仕方はどちらもあり得ると思っていて、両方に計上しないことだけが重要だと思っていた。

 「CO２吸収量」という書き方が誤解を生むかもしれない。水素によるCO２削減量をどうカウントするのか。元は水素であって、それがメタネーションの形で
メタンに変わって、それによるCO２の削減量をどうカウントしていくのかということかと思うので、「吸収量」と書いてしまうと、まさにCO２を回収して付加した
部分という形になってしまうので、この書き方は「CO２削減量のカウントの整理」という言葉にしたほうが誤解がない。

 メタン合成時にカーボンネガティブでなければ、トータルでは需要家側で排気にCO２が排出されてしまうということになってしまう。合成メタンをカーボ
ンニュートラルガスと位置付けるためには、まだまだ乗り越える課題があるということを理解した。

 メタネーションのメタンはカーボンフリーの水素から作ってくるので、基本的にメタネーションメタンは水素を使って都市ガスを代替していることになるので、
最終段階でCO２が出たとしても、それは一回、別の場所でCO２を回収しているということになるので、正味ではそこでキャンセルアウトして事実上
ゼロになっている。CO２が残っているということでは、正味で見た系としてはCO２はフリーになっているとカウントされる形になる。帰属の問題、どこの国に
帰属するかという問題はあるにしろ、カーボンフリーになっている。欧州などで議論されているのは、それもどこかでCO２が出ているということ自体が気持
ち悪いので、正味ではなくて完全にグロスでゼロにしようとすることであれば、DACから取ってくるCO２を使うということになるが、そうでなくても、化
石燃料からのCO２を使ったとしても全体としてはカーボンニュートラルなので、その辺りはクリアにしておいたほうがいい。

 水素自体はカーボンフリーの水素だということだが、合成メタンを合成するためのCO２自身があるので、そこの部分についてはちゃんとキャンセルしな
いとまずい。それを、例えば需要側に持っていくと、家庭部門などはなかなかそのCO２を追いかけていくのは難しいと思われるので、その辺の問題をク
リアにしたほうがいい。

 CO２は回収して使ってこないといけないので、そういう面では回収部分で一回、CO２は吸収という形になっているので、最終的にまた排出しても、そ
こでは両方でキャンセルアウトするという形になるので、カーボンフリーの水素を使うという前提に立てば、その懸念はないのではないか。もちろん帰属の
問題は残る。

 CO2排出量のカウントについては、カーボンニュートラルに資する方向での留意・検討が必要。
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ガスの役割を果たすための取組（2/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

脱炭素化に
資するガスの
役割

メタネーショ
ン

設備の大型化、更なる
イノベーション

安価な水素・CO2の
調達

 （民）社会実装に向けた技術開発
（官）技術開発支援

 （官民）海外サプライチェーンの構築に
向けた取組の推進

 （民）安価な水素製造の技術開発

 （官民）NEDO事業等の活用による
技術開発の促進、実証事業の実施

 （官民）水素・CO2調達も見据えた
資源開発等海外事業の多角化・連
携の検討

 （官民）海外サプライチェーン構築のた
めのFS調査・実証の検討

 （民）水電解装置の低コスト化など研
究開発の促進

カーボン
ニュートラ
ルLNG
（CNL）

 クレジット付きLNG
(カーボンニュートラルLNG、

CNL)の導入促進

 （民）CNLの導入促進に向けた取組
の推進

 （民）ガス事業者・民間団体等による
CNLの社会的価値向上に向けた取
組の推進

天然ガス
＋
CCS/CC
U

 CCSの実施場所の確
保

 CCUSの技術開発

 （官）CCSの適地選定

 （官民）CCUS技術開発の推進

 （官）国内外のCCS適地の確保に向
けた検討（石油・天然ガス小委員会）

（官）上流開発時のCCSを促進する
制度等を検討（石油・天然ガス小委員
会）

 （民）需要家側でのCCUS事業の実
用化に向けた技術開発の促進
（官民）NEDO事業等の活用による
技術開発支援、実証事業の実施

DACCS  DACの技術開発  （官民）DAC技術開発支援  （官民）NEDO事業等の活用による
技術開発の促進



53

ガスの役割を果たすための取組（3/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

脱炭素化に
資するガスの
役割

水素直接
利用

安価な水素供給

需要側機器等での対
応

国内輸送・貯蔵のため
のインフラ整備

 （官民）国内外の水素サプライチェーン
の構築・大型化等

 （官民）水素の燃焼特性等に対応し
た機器の社会実装

 （官民）費用対効果の高いエリア等で
の水素専用導管の整備等

 （官民）水電解装置の大型化等のた
めの技術開発を通じた低コスト化

 （官民）国際水素サプライチェーン構
築のための技術開発・実証
（官民）水素発電や水素バーナー等
の実装に向けた技術開発等

 （民）地域におけるポテンシャル可能
性調査等の実施、適地・事業者の
選定（地方ガス事業者の参画）、モデ
ル事業の検討

バイオガス  バイオガスの導入促進  （民）自治体・民間事業者等との連
携の推進、地域資源活用の可能性
の把握

 （民）ガス事業者自らの主体的な取
組の推進、日本ガス協会等による積
極的な支援（地域におけるポテンシャル
可能性調査等の実施）
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メタネーションの意義

 例えば以下のような場合など、CO2排出量のカウントにつ
いてはカーボンニュートラルに資する方向での留意・検討が
必要。

 海外においてCO2フリー水素とCO2を合成したカーボンニュートラル
メタンを国内で利用した場合

 国内の火力発電所から排出されるCO2を用いて合成したカーボン
ニュートラルメタンを国内で利用した場合

メタネーションの課題

 メタネーションは水素とCO2からメタンを合成する技術。
３Ｅの観点から大きな意義がある。

環境適合（Environment）
 カーボンリサイクルしたメタンを都市ガス等として供給する

ことにより脱炭素化を図る

経済効率（Economic Efficiency）
 既存インフラ・既存設備の活用による投資コストの抑制

安定供給（Energy Security）
 電力以外のエネルギー供給の確保
 高い強靭性を有する既存インフラ等を活用可能

現在開発・実証が進められているメタネーション(サバティエ反応)
に比べ、エネルギー変換効率が高く(約60％→約85％)、水と
CO2からメタンを合成する(水素への変換を必要としない)将来
技術(共電解)について基礎研究が進められている。

 以下の技術的課題について、実用化に向けた対応が必要。

 メタネーション設備の大型化

 反応時に発生する熱の有効利用

 耐久性の高い触媒開発

 更なるイノベーション

【出典】
平成30年２月19日
エネルギー情勢懇談会(第６回)

 メタネーションにより合成されるメタン(合成メタン)は、都市ガス導管等の既存インフラ・既存設備を有効活用できる
等、水素によるガス・熱の脱炭素化(カーボンニュートラルガス)の担い手として大きなポテンシャルを有する。

 実用化に向けたメタネーション設備の大型化や水素供給コストの低減等の課題への対応が必要。また、CO2排
出量のカウントについてはカーボンニュートラルに資する方向での留意・検討が必要。

メタネーションの課題・意義
令和3年1月27日
第36回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
資料2より抜粋・加工
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【大阪ガス】更なるイノベーションに向けた取組

 大阪ガスは、現在技術開発が進んでいるメタネーション（サバティエ反応）より高い効率で合成メ
タンを生成可能な革新的技術「SOECメタネーション」の研究開発に取り組んでいる。

SOECメタネーション概要

出典：Daigasグループ カーボンニュートラルビジョン（令和3年1月25日）大阪ガス
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 合成メタンを90％導入する際に必要となる水素量は1,296万t、CO2削減効果は8千万t。

（参考）グリーン成長戦略における水素導入量

目標量に関しては、再エネポテンシャルや市場規模など、それぞれの国・地域が置かれている状況が異なることを認識しつつも、国内水素市場を早
期に立ち上げる観点から、2030年に水素導入量を最大300万トンとすることを目指す。（略）加えて、2050年には2,000万トン程度の供
給量を目指す。

合成メタン導入に伴う水素必要量

※1 2019年度都市ガス販売量（約400億㎥）を基に試算。
※2 吹き出しは、45MJ/㎥の都市ガスをカーボンニュートラルメタンに置換した場合のCO2排出削減量

① 水素価格の低減に向けた水電解装置の低コ
スト化

② 再エネ電力による水素の生成とメタンの合成を
同時に行い変換効率を向上させる新技術
（SOECメタネーション）開発

③ 海外の再エネ由来水素から生成されるメタネー
ションのサプライチェーン構築牽引
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▲0.8百万t-CO2 

▲4百万t-CO2 

▲16百万t-CO2 

▲80百万t-CO2 

メタネーション（サバティエ）により必要な水素量

ガス業界として、2050年に合成メタンの価格が
現在のLNG価格と同水準となるよう目指す。

ガス業界としての取組

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年2月24日）日本ガス協会説明資料
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（参考）第38回基本政策分科会（令和3年3月11日） 資料より抜粋
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【東京ガス】水素製造のコストダウン

 東京ガスは、2021年4月に専門組織を設置し、水電解装置の低コスト化開発を加速等、ガス体
エネルギーの脱炭素化に向けた技術開発の更なる早期実現を図る。

出典：第7回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年3月23日）東京ガス説明資料
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カーボンニュートラルLNG

 東京ガスは、都市ガスから排出されるCO2を回収・オフセットする新たな取組として、「カーボン
ニュートラルLNG」を日本で初めて導入し、需要家に対して販売を開始。

 2021年3月、カーボンニュートラルLNGの普及拡大とその利用価値向上の実現を目的とした民間
団体（カーボンニュートラルLNGバイヤーズアライアンス）を設立。

ヤクルト本社中央研究所に供給する都市ガス
の全量をカーボンニュートラル都市ガスに切り替
え、約11,500tのCO2削減に貢献。なお、
東京ガスが飲料業界向けにカーボンニュートラ
ル都市ガスを供給するのは本件が初。（2021
年4月1日より供給開始）

（出典）東京ガスホームページ

丸の内ビルディングのSOFC、および大手町
パークビルディングのガスコジェネで使用する都
市ガスの全量に、カーボンニュートラル都市ガス
を使用。電力使用時のCO2排出量の大幅な
削減に貢献。(2020年3月より供給開始)

学園内で使用する都市ガスの全量をカーボン
ニュートラル都市ガスに切り替え、合計約
7,000tのCO2削減に貢献。（2021年2月
2日より供給開始）

（株）ヤクルト本社 中央研究所

学校法人玉川学園

丸の内ビルディング 大手町パークビルディング

カーボンニュートラルLNG導入例 カーボンニュートラルLNGバイヤーズアライアンス

• 2021年3月9日、持続可能な社会の実現に向け、カーボ
ンニュートラルLNG(CNL)を調達・供給する東京ガスと購入
する各社が一丸となり、CNLの普及拡大とその利用価値向
上の実現を目的として設立。

• 参加企業：東京ガス株式会社

アサヒグループホールディングス株式会社

いすゞ自動車株式会社

オリンパス株式会社

堺化学工業株式会社

株式会社ダスキン

学校法人玉川学園

株式会社東芝

東邦チタニウム株式会社

株式会社ニュー・オータニ

丸の内熱供給株式会社

三井住友信託銀行株式会社

三菱地所株式会社

株式会社ヤクルト本社

株式会社ルミネ
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（参考）カーボンニュートラルLNG（CNL）とは

 LNGを調達する際、天然ガスの採掘から燃焼に至るまでの工程で発生する温室効果ガスを、別の
場所の取り組みで吸収・削減したCO2※で相殺すること（カーボン・オフセット）により、地球規模で
は、この天然ガスを使用してもCO2が発生しないとみなされるLNG。

※信頼性の高い検証機関が、世界各地の環境保全プロジェクトにおけるCO2削減効果をクレジットとして認証。

 企業価値向上に利用しやすいストーリーを有したボランタリークレジットを活用しており、地球規模での
温室効果ガス削減や、SDGsの観点から高い社会貢献性も有する。

 制度上で認められてはいないものの、現時点で利用可能なガス体エネルギーの脱炭素化オプション。

令和3年3月23日
第7回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
東京ガス説明資料より抜粋・加工
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（参考）第38回基本政策分科会（令和3年3月11日） 資料より抜粋
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（参考）第38回基本政策分科会（令和3年3月11日） 資料より抜粋
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プロジェクト名 共同実施者

吸着式CO₂分離回収におけるLNG未利用冷熱の活用 名古屋大学

未利用冷熱による燃焼ガス中CO₂の回収技術の開発 名古屋大学

冷熱を利用した大気中二酸化炭素直接回収の研究開発
名古屋大学

東京理科大学

CCUSのイメージ図

CO2分離・回収技術の実証（NEDO実証）

・東邦ガスは、将来の脱炭素化に向け、CO2分離・回収技術がキーテクノロジーとなり得るため、大学等が保有するシーズと、東邦ガスが
保有する冷熱利用等の技術知見を活用し、複数のNEDO事業に参画している。

出典：第1回グリーンイノベーション戦略推進会議 兼
第1回グリーンイノベーション推進戦略会議WG

【東邦ガス】CCUSに関する技術開発

 カーボンリサイクルは、CO2を資源として捉え、燃料等へ利用することにより、大気中へのCO2排
出を抑制し、カーボンニュートラル社会の実現に重要な技術。

 東邦ガスは、CO2分離・回収技術の確立に向け、複数の事業を実施。

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年2月24日）日本ガス協会説明資料
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【東京ガス】CCUSに関する技術開発

 東京ガスは、需要家先で都市ガス利用機器から排出されるCO2を改修し、資源として活用（コンク
リート製品、炭酸塩、炭酸飲料など）する技術開発を実施。2023年度のサービス化を目指す。

 また、CO2を効率的に貯留可能なマイクロバブル技術を活用し、CO2貯留の実用化にも取り組む。

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年2月24日）日本ガス協会説明資料

・需要家先で排出されるCO2を回収し、活用する技
術開発、サービス化を加速。

・需要家との共同実証を経て、2023年度のサービス
化を目指す。

溶解して
使う

濃縮して
使う

物質に
変換する

水処理等

炭酸塩等
鉱物化

溶接、飲料
等

排ガス
直接利用

分離・濃縮
利用

CO2

お客さま先の
ガス消費機器

・CO2を微細気泡化し、効率的に地下貯留するマ
イクロバブル技術をRITE※1と共同開発。

・国内外のEOR(原油増進回収法)サイトにて実証
試験を実施。

圧入ツール

フィルタ

坑口の様子

RITEと特許を共同保有
（CO2を微細気泡化して地下圧入）

[出典] RITE講演資料

※1 公益財団法人地球環境産業技術研究機構

需要家先でのCCUS マイクロバブル

出典：東京ガス社長会見（11/30）資料より抜粋
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（参考）第38回基本政策分科会（令和3年3月11日） 資料より抜粋



66

（参考）第38回基本政策分科会（令和3年3月11日） 資料より抜粋
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 一部の地域において、水素を利用した電気・熱の供給に向けた取組が進められている。

 将来的に、水素導管を整備した地域で水素供給を行うことなどを通じて、民生部門の脱炭素化に
貢献することも考えられる。

神戸ポートアイランドでの実証事業 東京オリンピック選手村街区への供給

 東京2020大会後の選手村街区予定地で、水素パ
イプラインを整備。

 各街区の住宅棟、商業棟に純水素燃料電池を設
置し、供給される水素により発電を行う予定 。

出典：第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会 資料6（川崎重工業株式会社説明資料）

出典：第2回2050年に向けたガス事業の在り方 資料8（東京ガス株式会社説明資料）

 水素コージェネレーションシステムにより、世界で初め
て、市街地で水素のみの発電によって、電気と熱を
近隣の公共施設に供給（2018年4月～）。

※東京都「選手村地区エネルギー整備計画」より抜粋

＜水素パイプラインの敷設(予定)＞

＜東京2020大会後の選手村＞
※東京都「東京2020大会後の選手村におけるまちづくりの整備計画」より抜粋

特定の地域における水素供給の事例
令和3年1月27日
第36回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
資料2より抜粋・加工



68

 熱需要を化石燃料から水素で代替することは、脱炭素化にとって重要であるが、水素は燃焼速度
が速く、燃焼温度がメタンよりも高いが故に急速燃焼によりNOxが発生するといった課題があった。

 こうした課題はバーナー構造の改善等により、克服されつつあるが、都市ガスと同等のコストを実現
するには、機械的な試算によると、末端における水素供給コストを約16.6円/Nm3にする必要があ
り、国内配送コストなども踏まえると大きな課題。

• 中外炉工業の協力を得て、水素と酸素が完全に混
合することを防ぐ構造を持つ汎用バーナーを開発。

• これにより急速燃焼を抑え、燃焼位置を適正に保ち
つつ、NOx排出量も低減させることが可能

トヨタ自動車が開発した汎用水素バーナー パリティコスト試算（都市ガスの置換）

（試算条件）
• 都市ガスコスト：1.54円/MJ*
• 水素の体積・熱量換算：10.8MJ/Nm3
• 新規設備コストを含まない
• 熱量等価
→ 試算結果：16.6円/Nm3
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都市ガス価格（円/MJ）*エネルギー・経済統計要覧 2017（日本エネルギー経済研究所）
過去５年間（2014~2018年）の実績値を使用

産業部門の水素化に係る現状、課題
令和3年1月27日
第36回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
資料2より抜粋・加工
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都市ガスからの水素製造技術と社会実装

都市ガスからの水素製造装置：suidel（東京ガス）

都市ガスからの水素製造装置：ハイサーブ（大阪ガス）

※出典 上図：東京ガスホームページ、 下図：大阪ガスホームページ

工業炉向け水素燃焼試験設備（東邦ガス） 小型炉向け水素燃焼ガスバーナー

• 様々な種類のガスバーナーや補器類（電磁弁な
ど）などに水素を供給し、開放条件から工業炉を
模擬した密閉条件まで様々な環境下で基礎燃焼
特性を計測。

東邦ガス 水素燃焼試験場

• 小容量（出力5kW級）の工業炉向け水素燃焼
ガスバーナーを、株式会社ナリタテクノと共同開発。

• ノズル構造を水素仕様に改造し、水素でも安定した
着火性や保炎性、耐久性を実現。当該バーナーは
小容量かつコンパクトな形状で取り扱いやすく、パイ
ロットバーナーや配管内に残留した水素を安全にパー
ジ処理する際の火元など、様々な適用先が期待で
きる。

出典：東邦ガス撮影

 都市ガス事業者において、水素製造や水素利用に関する研究開発・社会実装が進められている。

水素直接利用の事例

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年2月24日）日本ガス協会説明資料
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三浦工業の取組（水素燃料ボイラの商品化）

 三浦工業株式会社では、水素ボイラを商品化しており、実際に導入した事例もある。

出典：第4回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年12月16日）三浦工業説明資料
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令和3年3月22日
水素・燃料電池戦略協議会資料より抜粋パイプライン（水素専用管、既存都市ガス管）活用の意義

 パイプラインは多大な初期投資を必要とする一方で、ランニングコストは競争力があるため、需要量
が増大し、面的に大量配送を行う際には経済合理性がある。

 既存の都市ガス管への水素混入は、水素需要の拡大などの意義があると考えられるが、ガスの
CO2排出量削減効果が限定的であること、需要機器側への影響などに留意しつつ、標準熱量
の引き下げ検討の議論なども踏まえて、今後も引き続き検討。

（出典）IEA, The Future of Hydrogen、第２回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（一般財団法人日本エネルギー経済研究所 柴田委員提出資料）

配送距離とランニングコストの関係 水素等の混合率、熱量変化、低炭素化率の関係
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地域資源である清掃工場からのエネルギー源の活用

 自治体の共通課題である脱炭素実現に向けたソリューションとして、日本ガスではガス体エネル
ギーの脱炭素化であるバイオガスの一般家庭への供給、静岡ガスでは脱炭素電源からの電力を
公共施設への供給に取り組んでいる。

 いずれのケースも、地域資源である清掃工場からのエネルギー源を活用したものであり、他地域
でも検討の余地がある。

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
上田委員説明資料より抜粋・加工
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ガスの役割を果たすための取組（4/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

脱炭素化に
資するガスの
役割

トランジショ
ンにおける
燃料転換

産業部門の需要家等
の熱需要の脱炭素化

 （官民）熱需要の脱炭素化に向けて
徹底的なCO2削減を行うため、石
炭・石油等から天然ガスへの燃料転
換の推進（ガスの脱炭素化も推進）

 （官民）石炭・石油等から天然ガスへ
の燃料転換の推進(LNGバンカリング含

む)、高効率ガスコジェネ等導入支援
 （官民）トランジション・ファイナンスの促

進とロードマップの策定
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【東京ガス】天然ガスの高度利用（燃料転換、高効率機器の導入）

 東京ガスグループの低炭素化への取り組みとして、産業用分野および発電分野における石炭・重
油等から天然ガスへの燃料転換や高効率機器の導入、高効率LNG火力の建設等、天然ガスを
活用することで、CO2排出量の大幅な削減に貢献。

 全国での天然ガス高度利用のポテンシャルは大きく、今後も積極的に取り組んで行く。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
東京ガス説明資料より抜粋・加工
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【大阪ガス】国内での低炭素化事例

 大阪ガスは、日本全国で石油・重油に加えて石炭から都市ガス・LNGへの燃料転換により、顧客
先や地域の大幅な低炭素化を実現している。

 また、今後想定される非効率石炭火力フェードアウトにも貢献していく。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
大阪ガス説明資料より抜粋・加工
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伊勢湾・三河湾LNGバンカリング事業
令和2年12月16日
第4回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
国土交通省説明資料より抜粋
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東京湾におけるSTS方式での船舶向けLNG燃料供給事業
令和2年12月16日
第4回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
国土交通省説明資料より抜粋
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その他国内のLNGバンカリングに関する主な動向
令和2年12月16日
第4回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
国土交通省説明資料より抜粋
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天然ガスの利用形態の多角化

 環境調和性に優れ、災害時の強靱性も備えているボイラー、ガスコージェネレーション、ガス空調、燃
料電池等は、着実に導入が進んでいる。
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ボイラーの普及件数の推移（累計）（※1）

出典： （一社）日本ボイラ協会 「ボイラー年鑑」

※１ 都市ガス・LPガス合算の数値。 ※2 民生・産業用のガスタービン、ガスエンジン、蒸気タービン、燃料電池。2010年のみLPガスを原料とするガスコージェネレーションを含む。 ※3 GHPに限り、ガス吸収冷温水器は含まない。

出典： GHPコンソーシアム

出典：（一財）コージェネレーション・エネルギー高度利用センター

燃料電池の普及件数の推移（累計）

単位：台

単位：台

単位：台

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

ガス空調（※3）の普及件数の推移（累計）
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令和3年2月16日
第16回ガス事業制度検討ＷＧ
資料3より抜粋・加工
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（参考）第36回基本政策分科会（令和3年1月27日） 資料より抜粋
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高効率・高付加価値ガスシステムの開発・普及拡大

 高効率なガスコージェネレーションシステムを導入することで、トランジション期の低炭素化に資する
だけでなく、レジリエンスや再生可能エネルギーの調整力としての貢献も考えられる。

※コジェネ：ガスコージェネレーションシステムとは、都市ガスを用いて発電し、その際に発生する廃熱を冷暖房や給湯、蒸気といった用途に利用する高効率なエネルギーシステム。

2020年代
SOFC

（固体酸化物形）

発電効率
約65%2009年度

販売開始
PEFC

(固体高分子形)

発電効率
約37%

2020年度
現行型
SOFC

（固体酸化物形）

発電効率
55%

燃料電池の発電効率の変遷

出典：東京ガス、大阪ガスホームページ
※発電効率はLHV基準

【理論設計】
超高効率
燃料電池

約80%

2020年4月から
都内2か所で稼働している

65%実証機

SGP M450 出典：東邦ガス株式会社ホームページ

■受賞歴
平成28年度優秀省エネ機器表彰「資源エ
ネルギー庁長官賞」、2015年コージェネ大
賞「特別賞」、2018年度日本ガス協会
「技術賞」

■性能
発電出力：450kW
発電効率：42%
総合効率：81.5%

高効率ガスエンジンの開発

三菱重工エンジン&ターボチャージャ株式会社と東邦ガス株式会
社が共同開発したSGP M450は、その発電効率の高さだけでな
く、起動停止時間の短さも特徴。起動（始動）時間は40秒、停
止時間は冷却時間を含めて3分と短く、BOS調整力としての性能
も高い

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年2月24日）日本ガス協会説明資料
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スマートエネルギーネットワーク

 ガス事業者は、「スマートエネルギーネットワーク※」により、熱と電気をデジタル技術で制御すること
で、省エネ・省CO2に貢献。

※再生可能エネルギーとガスコージェネレーションを組み合わせ、これをデジタル技術により最適に制御し、電気と熱を面的に利用して省エネルギーとCO2削減を実現するシステム

• デジタル技術を活用し、電気に加えて需要側の熱負荷の収集・分析
を行い、最適化を検討（熱のデジタル化）

• ２つのエネルギーセンターの電力・熱・人流データ等の情報を連携し、
地域全体でコージェネや冷温水機を柔軟に運転し、再エネも取り込み
ながら、省エネ・省CO2を実現することで、街づくりに貢献。

コージェネを核とした２つのエネルギーセンターを連携し、電力と熱を最適化

田町スマエネプロジェクト（東京ガス）

出典：第2回 2050年に向けたガス事業の在り方研究会 東京ガス説明資料を加工

都心におけるスマートエネルギーネットワークの取り組み 地方ガス事業者によるスマートエネルギーネットワークの取り組み

• 地方ガス事業者においても、地方自治体、関係企業と連携し、環境
に優しく、安心・安全で快適な生活を享受できるモデル街区の整備等
が進む。

• 今後は地域密着型の事業者の強みを活かし、人口減少等の課題解
決も見据え、コンパクトシティ政策等と連動しながら、普及拡大を図
る。

エネルギー利用の最適化を図り、低炭素なまちづくりに貢献

セーフ＆環境スマートモデル街区の整備（日本海ガス）

出典：富山市ホームページ

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年2月24日）日本ガス協会説明資料
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【東京ガス】スマートエネルギーネットワークの事例

凡例： エネルギーサービス実績
LNG基地・サテライト実績

西部ガスグループ×新型コジェネ

大手食品会社の主力工場において
2020年７月から、新型コジェネXIA
（クロッシア）が稼働開始しました。
分散型電源の全国規模への普及拡大
に貢献しています。

鹿児島×スマエネ

鹿児島市交通局跡地再開発におい
て、スマエネでのエネルギーサービス事業
を受託し地元エネルギー企業と連携し
ながら、2020年７月から事業開始しま
した。

日本橋×スマエネで国際競争力UP

田町×スマエネ完成

2019年４月から日本初の既存ビルを含む
日本橋室町周辺地域に電気と熱を安定供給
する「日本橋スマートエネルギープロジェクト」を
三井不動産様と開始しました。

2020年7月、二つのエネルギーセンターを
結ぶ熱融通配管が開通し、スマエネが完成
しました。
東京都港区と連携し、環境性とレジリエン
ス性に優れたまちづくりを推進しています。

清原工業団地×企業連携

既存工業団地内の隣接する7事業所
の電力・熱エネルギーをコジェネを核と
するエネルギーセンターに集約。環境
性とBCP性能が向上しました。

いとまんバイオエナジー×廃熱活用

糸満市浄化センターからのバイオガスを活用、
コジェネ発電の廃熱から温水を作り、近隣工
場での塩製造で有効活用しています。
再生可能エネルギー活用により、地産地消型
エネルギー自給率向上を実現しています。

出典：第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年10月6日）東京ガス説明資料
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１．はじめに

２．天然ガス・ガス事業の現状

３．脱炭素化に資するガスの役割と取組

４．高いレジリエンスに資するガスの役割と取組

５．総合エネルギー企業としてのガス事業者の役割と取組

６．地域課題解決に資するガス事業者の役割と取組

７．まとめ
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2018～2019年に発生した主な災害

 2018～2019年に発生した地震や集中豪雨、台風により住民生活等に影響が及ぶ事態が発生。

平成30年７月豪雨（2018年6月28日～7月8日）
台風7号及び梅雨前線等の影響による集中豪雨。

平成30年台風21号（2018年9月4日～5日）
非常に強い勢力で上陸し、関西圏を中心に大規模停電が発生

北海道胆振東部地震（2018年9月6日）
北海道全域にわたる停電が発生。

停電戸数：約8万戸（中国・四国等）
特記事項：熱中症対策のため、避難所

にクーラーを設置（541
台）。4電力から352人を派
遣。

大阪府東大阪市

停電戸数：約240万戸
（関西・中部等）

特記事項：電柱が1000本以上倒れ、
復旧までに長期間を要し
た。停電戸数：約295万戸(北海道全域)

特記事項：地震発生後に大規模停電
が発生。順次発電所を起動
させ、停電から復旧させるが、
厳しい需給状況により、節電
を要請。

大阪北部地震（2018年6月18日）

ガス供給も約11万戸停止したが、7日後に復旧完了。

停電戸数：約17万戸
特記事項：大阪ガスの遠隔遮

断システム等によりガ
スも約11万戸が供給
停止。新規参入者も
含む他事業者からの
応援部隊も入って復
旧作業を実施。

令和元年台風15号（2019年9月9日）
関東直撃の最強クラス。千葉を中心に大規模停電が発生

停電戸数：約93万戸
（東京、神奈川、千葉、埼

玉、茨城、静岡）
特記事項：千葉県内では送配電設備

の被害が大きく、復旧作業
に時間を要した。

出典：第1回2050年に向けたガス事業の在り方研究会 事務局説明資料
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平成30年北海道胆振東部地震による大規模停電

 北海道胆振東部地震では、家屋倒壊等の直接的被害は少なかったものの、国内初となるブラック
アウトが発生し、道内全域の長期間の停電により、住民生活や地域経済に多大な影響を与えた。

・2018年9月6日（木）午前3時7分

・震源 厚真町 震度７

・札幌市 震度４～震度６弱

■ 地震発生

■ 大規模停電（ブラックアウト）発生

・午前3時25分

・対象 北海道全域約295万戸

・札幌市内の復電 9/7（金）昼～夜

（出展：パスコ/東京情報大学/NASA）

停電前 停電時

札幌市内（市役所南側、大通公園付近）

停電時停電前

北海道全域

■大規模停電発生後から概ね全域に供給
できるまで45時間程度を要した。

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
国土交通省説明資料より抜粋



87

令和元年度台風15号による千葉県エリア停電被害の状況

 9月7日～8日にかけて台風15号が小笠原近海から伊豆諸島付近を北上し、9月9日未明に東
京湾へ進行、その後千葉県千葉市付近に上陸。

 猛烈な風・雨となり、千葉市では最大瞬間風速57.5ｍを観測。多くの地点で観測史上1位の最
大瞬間風速を記録。その結果、千葉県を中心に大規模且つ長期的な停電が発生。

 台風通過後も夏日が継続し、被災地では空調が使えず厳しい環境となった。

出所：東京電力「停電情報」ウェブサイトおよび内閣府災害情報ウェブサイト（2019.9.9～2019.9.16)

9/9（月）93.5万戸 9/14（土）15.1万戸 9/16（月）9.4万戸

<停電状況の推移＞ <木更津市9月の最高気温＞

出所：気象庁ホームページ

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
国土交通省説明資料より抜粋
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都市ガスのレジリエンス（都市ガスの強靱性）

 ガス導管は、大部分が埋設されていることから風雨の影響を受けにくいという特徴がある。

 また、大部分は耐震性も備えており、継続的な耐震性向上の取組も行われている。
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電力 水道 固定回線 ガス

近年の台風・豪雨における支障件数

平成30年7月豪雨
平成30年台風21号
令和元年台風15号
令和元年台風19号

※ いずれも内閣府の公表情報に基づき作成

万戸
万回線

250

0～0.2

ガス導管の強靭性

○高圧・中圧ガス導管は高い耐震性が確認されている。

(出典：東京ガスHP)

•阪神・淡路大震災時、橋に添架された中圧
ガス導管が、橋が落ちて変形。ガス漏れは発
生せず。

• 東日本大震災時、高圧ガス導管は被害なし。

○低圧ガス導管は耐震性向上の取組を継続中(耐震化率:約90％)

出典：第21回ガス安全小委員会（令和2年3月11～18日 書面審議）

更なる地震対策の強化

○設備対策
•低圧ガス導管の耐震性向上の継続（耐震化率:約90％）

○緊急対策
• 新たな緊急停止判断基準の適用（一律設定→ブロック毎設定）

• 供給停止ブロックの細分化

○復旧対策
• 応援受入に関する事業者間連携の強化（マニュアル整備・演習実施）

• 情報発信の強化（復旧進捗の見える化、SNS等の活用） 等

近年の地震における支障件数

H30.6 大阪北部地震 供給停止：約11万戸
→7日後に復旧

H30.9 北海道胆振東部地震 供給停止なし

R2.2 福島県沖を震源とする地震 供給停止なし

令和3年3月11日
第38回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
資料1より抜粋



高いレジリエンスに資するガスの役割

 ガスは導管が埋設されていることから風雨の影響を受けにくく、大部分は耐震性も備え、継続的な耐震性向上の取組
も行われている。台風等による被害もガスは電力等に比べて極めて限定的。

 エネルギー供給において、エネルギー源の多様化や原料調達の多様化を図るとともに、送配電網に加えてガス供給網も
含めたエネルギーネットワークの多様性を確保すること及びそれらの強靭化を図ることが、我が国におけるレジリエンス強
化に資する。

 ガスコージェネレーション等による分散型エネルギーシステムにより、地域のレジリエンス強化が期待できる。

 ガスの脱炭素化を図ることにより、既存インフラを活用してカーボンニュートラルな都市ガスを供給することができる。デジタ
ル技術を活用すれば更に高いレジリエンスも見込まれる。これらの取組を通じてガスの供給高度化を図ることにより、低炭
素化・脱炭素化が進む中においても、既存インフラの活用を通じて、国民負担を抑制しつつ、引き続き高いレジリエンス
を維持・向上することができる。

 また、分散型エネルギーシステムの中で、デジタル技術を活用しつつ、再生可能エネルギーの余剰電力から水素や合成メ
タンを製造し、電力を貯蔵・活用する(Power to Gas、 PtoG)とともに、ガスコージェネレーションによる発電（＋熱の利
用）を行う (Gas to Power、GtoP)ことにより、再生可能エネルギーの平時の課題（出力変動、出力制御）を解決し、
非常時の課題（需給逼迫、停電）にも備えることができる。このため、再生可能エネルギーの主力電源化の進展に合
わせて、分散型エネルギーシステムの中で、電気・ガスのデータ連携によりPtoGとGtoPを適切に行い需給の最適化を
図りながら、電気とガスの融合（セクターカップリング）を目指すことが、我が国の更なるレジリエンス強化に資すると考
えられる。また、ガスコージェネレーションの大型化のニーズが今後高まる可能性がある。

 (新設する)中低圧導管での水素供給は現行のガス技術基準での適合が確認されており、高いレジリエンスを維持・向
上しつつ、ローカルエリアでの将来の水素直接利用を期待することができる。

89

高いレジリエンスに資するガスの役割



90出典：第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年10月26日）東京ガス説明資料

（参考）【東京ガス】将来に向けたレジリエンス強化の視点
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 停電対応型コジェネ※は、都市ガスを活用し、停電時でも継続的・安定的に電力・熱の併給が可能であ
り、レジリエンス強化と省エネに資する地域の分散型エネルギーシステムとして普及拡大が期待される。

 エネルギー源の多様化を確保することで、レジリエンス強化を図りつつ、メタネーション等への転換の推進
により脱炭素化を図ることが重要。
※コジェネ：ガスコージェネレーションシステムとは、都市ガスを用いて発電し、その際に発生する廃熱を冷暖房や給湯、蒸気といった用途に利用する高効率なエネルギーシステム。

○むつざわウェルネスタウン（千葉県睦沢町）

令和2年7月1日 第31回基本政策分科会資料より抜粋

CHIBAむつざわエナジー(株)は、天然ガス
コジェネ及び太陽光、系統からの電力を組み
合わせて、道の駅及び各住宅に自営線で電
力供給。
2019年台風15号による大規模停電時に

おいても、再エネと調整力（コジェネ）を組み
合わせ、道の駅及び各住宅に対して電力供
給を実施した。

○家庭用エネファーム

大阪ガスで設置されているエネファームのうち
約3割が停電対応型。今年度より停電対応
型を標準仕様としている。
2018年台風21号による停電時には、停

電対応型エネファームが電力・熱の供給を継
続し、電気・風呂・給湯を平時と同様に利用
することができた。

給電によりスマホ充電、
ライト使用

給湯により入浴が可能

災害時のコジェネによる電力供給事例

○さっぽろ創世スクエア（北海道札幌市）

地下にコジェネを設置。平常時の低炭素化
と、非常時の強靭化を兼ね備えた自立分散
型のエネルギー供給拠点。
2018年北海道胆振東部地震では、道内

全域が停電する中、入居するオフィスや隣接
する札幌市役所本庁舎等への電力・熱の供
給を継続。

令和2年10月13日 第32回基本政策分科会資料より抜粋 令和3年1月27日 第36回基本政策分科会資料より抜粋

分散型エネルギーシステム(ガスコージェネレーションシステム)
令和3年3月11日
第38回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
資料1より抜粋・加工
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【東京ガス】地域企業・自治体と連携したレジリエンス強化の取組

凡例： エネルギーサービス実績
LNG基地・サテライト実績

⑤渋谷区役所×防災TUMSY

③田町×スマエネ完成

2019年に新庁舎が運用開始。中圧ガス導管の
採用や、停電対応型CGSによる電源の多重化に
よりレジリエンス性を向上。大雨・台風時に各種の
防災関連情報を区民・来街者等へ向け、広く、
遅滞なく、公開できました。

2020年7月、二つのエネルギーセンターを結ぶ熱
融通配管が開通し、スマエネが完成しました。
東京都港区と連携し、環境性とレジリエンス性に
優れたまちづくりを推進しています。

⑦大崎市民病院×医療に専念

⑧いわき市医療センター×災害対応強化
水も含むユーティリティ管理運用を一括受託。省
エネ・省コストはもちろん、医療従事者の方々が
「医療に専念できる環境」を実現しました。

福島県内最大級の災害拠点病院。有事の際に
は、常磐共同ガス㈱との連携による災害時優先
復旧体制によってエネルギー供給継続を実現して
います。

④東京都庁×専用線による電力供給

2012年12月より、空調や給湯に使う冷温熱の
供給とともに、電力供給の多様化も実現。停電
時にも電力・熱の供給を継続し、災害発生時も
機能を止められない都庁舎のBCP機能をサポート
しています。

①日本橋×スマエネで国際競争力UP

2019年４月から日本初の既存ビルを含む
日本橋室町周辺地域に電気と熱を安定供給す
る「日本橋スマートエネルギープロジェクト」を三井
不動産様と開始しました。

②清原工業団地×企業連携

既存工業団地内の隣接する7事業所の電力・熱
エネルギーをコジェネを核とするエネルギーセンターに
集約。環境性とBCP性能が向上しました。

⑩いとまんバイオエナジー

⑥鹿児島×スマエネ

⑨西部ガスグループ×新型コジェネ

出典：第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会(令和2年10月26日) 東京ガス説明資料
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【大阪ガス】地域企業・自治体と連携したレジリエンス強化の取組

出典：第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会(令和2年10月26日) 大阪ガス説明資料

アワセプロジェクト（沖縄）

構成施設

イオンモール沖縄ライカム(物流供給拠点)
中部徳洲会病院（災害拠点病院）
スポーツクラブルネサンス（浴室開放）
北中城村民体育館（避難施設）

主要設備
天然ガスコージェネ
吸収式冷温水器
高効率型ターボ冷凍機

瑞穂町スマートエネルギー（東京・埼玉）

構成施設 工場（6事業所）

主要設備 天然ガスコージェネ（1万kW）

ガス供給
LNGサテライト設備（新設）からの
導管供給

既存工業団地へのコージェネによる電力・熱の面的供給

運用中

計画中

岩崎地区スマートエネルギーネットワーク（大阪）

構成施設

イオンモール大阪ドームシティ(物流供給拠点)
京セラドーム大阪（津波避難拠点）
病院（災害拠点病院）
大阪ガス hu+g MUSEUM（避難者支援）
大阪メトロ・大阪市消防局
スーパービバホーム大阪ドームシティ

主要設備
天然ガスコージェネ
太陽光発電・太陽熱利用
地域冷暖房

エネルギー
事業者

沖縄電力
プログレッシブエナジー(当社25%出資)
OGCTS（現 ）

エネルギー
事象者

瑞穂町スマートエネルギー株式会社※

うめきた2期地区開発事業（大阪）

構成施設 ホテル・オフィス・商業施設・住宅・都市公園等

主要設備
天然ガスコージェネ
サブプラント地域冷暖房

地域マイクログリッド構築（宮崎）

構成施設 港湾地域の工場
自治体施設（災害拠点・避難所）

主要設備 バイオマス発電（5万kW）
天然ガスコージェネ（2万kW）

平時の面的利用＋有事の地域防災拠点への電力供給

※CDエナジーダイレクト(40%),入間ガス(25%)
INPEX(25%), トーヨーアサノ(10%)

エネルギー
事業者

九州電力 ・
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電気とガスの融合（セクターカップリング）

 再生可能エネルギーの主力電源化が進み、余剰電力から水素や合成メタンを製造するようにな
れば、電力を貯蔵・活用することが可能となる（Power to Gas、PtoG）。

 また、この合成メタン等を活用して、地域においてガスコージェネレーションにより発電を行うこと
（Gas to Power、GtoP）で、再生可能エネルギーの平時の課題（出力変動、出力制御）を解決し、非
常時の課題（需給逼迫、停電）にも備えることが可能となる。

 このため、脱炭素化に向けては、分散型エネルギーシステムの中で、デジタル技術を活用しつつ、
電気・ガスのデータ連携によりPtoGとGtoPを適切に行い需給の最適化を図りながら、電気もガ
スも取り入れていくこと（電気とガスの融合、セクターカップリング）を目指すことが重要。

 現在の分散型エネルギーシステムに関する各ガス事業者の取組等を推進していくことで、将来的
に電気とガスの融合が進展していくと考えられる。また、ガスコージェネレーションの大型化のニーズ
が今後高まる可能性がある。

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会(令和3年2月23日)日本ガス協会説明資料
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 一部の地域において、水素を利用した電気・熱の供給に向けた取組が進められている。

 将来的に、水素導管を整備した地域で水素供給を行うことなどを通じて、民生部門の脱炭素化に
貢献することも考えられる。

神戸ポートアイランドでの実証事業 東京オリンピック選手村街区への供給

 東京2020大会後の選手村街区予定地で、水素パ
イプラインを整備。

 各街区の住宅棟、商業棟に純水素燃料電池を設
置し、供給される水素により発電を行う予定 。

出典：第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会 資料6（川崎重工業株式会社説明資料）

出典：第2回2050年に向けたガス事業の在り方 資料8（東京ガス株式会社説明資料）

 水素コージェネレーションシステムにより、世界で初め
て、市街地で水素のみの発電によって、電気と熱を
近隣の公共施設に供給（2018年4月～）。

※東京都「選手村地区エネルギー整備計画」より抜粋

＜水素パイプラインの敷設(予定)＞

＜東京2020大会後の選手村＞
※東京都「東京2020大会後の選手村におけるまちづくりの整備計画」より抜粋

特定の地域における水素供給の事例【再掲】
令和3年1月27日
第36回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
資料2より抜粋・加工
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水素発生源
中圧・低圧の水素導管

（ローカル水素ネットワーク）

ガス工作物技術基準
への適合性評価

需要家

中圧・低圧による少数需要家向けの供給を想定し、
新設する水素導管の技術基準適合性を評価

評価に際し
シンプル化

想定イメージ図 （水素社会における水素導管） 調査結果（2005年度～2019年度）

調査結果

ガス管等材料 済
中圧：鋼管

低圧：PE管

付臭措置
付臭剤：済

機器影響：済

バルブ（遮断弁） 済

ガバナ（整圧器） 済

ガスメーター
（低圧のみガス工作物）

計量機能：済

遮断機能：済

工法

分岐・穿孔 済

遮断 済

応急処置 済

維持管理 ・損傷リスク評価
・地中・大気拡散

済
（自主保安）

※赤枠は2019年度調査分

 現行定められているガス工作物に係る技術基準が、新設する水素導管による供給（中圧・低圧）

に適合できるかを評価・整理した。その結果、現行の技術基準が適合できることが確認された。

 事業者による水素導管供給の検討に資するよう、過去の事業成果をとりまとめ・公開。

（参考）水素導管供給の技術調査事業結果【再掲】
令和2年10月26日
第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資料7経済産業省ガス安全室説明資料より抜粋・加工
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ガスの役割を果たすための取組（5/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

高いレジリエ
ンスに資する
ガスの役割

電気・ガス
の安定供給

電気・ガスの安定供給
に資する燃料の確保

 ガスインフラの整備

 （官民）緊急時も含めたLNGの安定
供給確保

 （官民）ガスインフラの強靱性の向上

 （官民）LNG在庫の急激な減少等緊
急時のLNG安定供給確保策の検討

 （官民）ガスインフラの強靱性向上に向
けた取組の推進

デジタル化  スマートメーターの普及

保安の高度化

 （官民）スマートメーターの導入・普及

 （官民）スマート保安の取組の推進

 （官民）ガス・電気等の共同検針のた
めの仕様の標準化等の検討（次世代
スマートメーター制度検討会、共同検針IF会

議）、デジタルを活用した新サービス等
の検討

 （官民）保安におけるデジタル技術の活
用の検討(スマート保安官民協議会)

分散型エ
ネルギーシ
ステム

分散型エネルギーシス
テムの推進

 （官民）再生可能エネルギー、ガスコ
ジェネ、VPPをはじめとしたデジタル技
術等を活用した分散型エネルギーシ
ステム(エネルギーの面的利用)の推進

 （官民）コンパクトシティ政策や地域
熱供給事業、コミュニティーガス事業
等と連携したスマートシティの実現

 （民）自治体・民間事業者等との連
携の推進

 （官民）再生可能エネルギー、ガスコ
ジェネ、VPPをはじめとしたデジタル技術
等を活用した分散型エネルギーシステ
ムについて、ガス事業者自らの主体的
な取組や、同業種・他業種・金融等と
の連携、先進事例支援(地方自治体と
の連携など成功事例の横展開(日本ガス協

会)、モデル実証等)による推進
 （官）国土強靭化の観点からのガスコ

ジェネ等導入支援

電気・ガス
の融合

 セクターカップリングの推
進

 （官民）地域での再エネ主力電源化
に伴い、電気・ガスのデータ連携によ
るPtoG（Power to Gas）とGtoP
（Gas to Power）の需給の最適化
を通じたセクターカップリングの促進

 （官民）PtoGを実現するための合成メ
タンや水素製造等の技術開発、GtoP
を実現するための分散型エネルギーシス
テムの推進（ガスコージェネの大規模化）

 （官）セクターカップリングの導入推進策
等の検討
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（参考）第38回基本政策分科会（令和3年3月11日） 資料より抜粋
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天然ガスのバリューチェーンにおけるレジリエンス強化

 ガス事業者は、天然ガスバリューチェーンの各段階におけるレジリエンスの強化に向け、様々な施策
を推進している。

令和2年10月26日
第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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【東京ガス】サプライチェーンを通じた取組の重要性

 最近の自然災害の多発・激甚化や国際的なエネルギー需給構造の変化等を背景に、サプライ
チェーン全体でのレジリエンス強化の重要性が高まっている。

 東京ガスは、調達から製造・供給・都市ガス利用先までのサプライチェーンの各段階において、レ
ジリエンス強化に資する取組を進めている。今後は、原料調達の多様化、導管ネットワークの強靱
化に加え、利用先においては停電対応機器・分散型システムの導入や、エネルギーの多重化・多
様化を促進することで、レジリエンス機能の強化に向けさらに貢献していく。

令和2年10月26日
第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
東京ガス説明資料より抜粋・加工



 今後、遠隔での検針や開閉栓等を実現するスマートメーターの普及拡大が期待されており、保
安・レジリエンス強化の観点からも有効な手段。現在、ガス・電気等の共同検針のための仕様の
標準化等の検討が進められている。また、これらデジタルの活用により集められたデータを活用する
ことで、新たなサービス等の提供が期待される。

 そのほかにも、デジタル技術を活用した新しい安全技術の活用促進により、保安・レジリエンスの向
上に向けた取組が進められている。

スマートメーターシステムの概念
スマートメーター
センターシステム

業務システム

通信ネットワーク

＜スマートメーターの概念図＞

＜既存機器との主な比較＞

出典：日本ガス協会

• 東京ガスは、LNGバリューチェーンの各機能において、デジタル
（AI・IoT）技術を活用して、需要家を拡大することを目指す。

• 取組の一例として、AIを活用して電力市場価格予測や設備故
障予知などを通じオペレーションの最適化に取り組むとともに、効
率的な方法での安定供給を目指す。データ活用により営業効
率の向上にも取り組む。

• 本取組等により、東京ガスは経済産業省と株式会社東京証券
取引所によるDX銘柄2020に選定。

そのほかのデジタル技術活用の取組例（東京ガス）スマートメーターの概要

出典：東京ガス

既存機器
（マイコンメーター）

スマートメーター

保安
ガス漏洩通報時などに現場にて閉栓 遠隔からの閉栓

地震後に現場にて開栓 遠隔からの開栓

業務効率 検針員による検針 遠隔からの検針

都市ガスのレジリエンス（デジタル化）
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令和3年3月11日
第38回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
資料1より抜粋・加工
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（参考）第5回 次世代スマートメーター制度検討会（令和3年2月18日） 資料より抜粋
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都市ガススマートメーターシステムが生み出す新たな価値

 日本ガス協会によれば、スマートメーターを導入することで、既存のマイコンメーターが持つ保安
機能に加え、平時においてはガスの漏えい、過大流量といった保安情報が常時遠隔で監視可能
となり、また災害時には、遠隔からの復旧閉開栓が可能になるなど、更なる保安・レジリエンス強
化に結び付けていくことができる。

 ガス事業者は、将来的に、遠隔検針・遠隔閉栓での省力化に加え、データの見える化により検針
値・保安データの活用等も探っていく。

令和2年10月26日
第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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（参考）【大阪ガス】導管工事のスマート化

 大阪ガスでは、デジタル技術を工事現場に積極的に取り入れ、作業自動化による生産性向上と
産業の高度化による保安水準の向上を実現する導管工事のスマート化を推進。

 導管工事のスマート化により、都市ガス供給コストの増加を抑制しつつ、着実な設備対策を進め
ていくことを目指す。

将来導管工事のイメージ 導管工事のスマート化

基盤整備

 導管位置情報の高精度化

（緯度・経度による導管管理）

埋設物ロケーター調査結果の

AI自動判定

 スマートメーターによる警報取得

 AR技術による埋設導管の可視化

 ガス管の接続作業の自動化

接続部検査結果のデジタル化、

IoTによる遠隔確認

 ドローンによる事前調査

自動掘削重機

 ガードマンロボット

出典：第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会(令和2年10月26日) 大阪ガス説明資料
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（参考）第1回スマート保安官民協議会ガス安全部会(令和2年12月25日、令和3年2月10日)資料より抜粋
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（参考）第1回スマート保安官民協議会ガス安全部会(令和2年12月25日、令和3年2月10日)資料より抜粋
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需要サイドの更なる強靱化 ～スマートエネルギーネットワークの構築に向けて～

 大手ガス事業者は分散型エネルギーシステムの普及拡大に加え、地域においてICTを活用し、再
エネ導入を拡大しつつ、電気のみならず、ガス・熱の需要の最適化を目指すスマートエネルギー
ネットワークの導入に向けた取組を始めている。

 将来的には、ガス事業者がまちづくりや再開発などのタイミングで地方自治体と連携しながら、単
なるガスの供給に留まらず、地域においてスマートエネルギーネットワークの構築に向けた担い
手の一員となれるよう取り組んでいく。

令和2年10月26日
第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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分散型エネルギーシステムの推進

 再生可能エネルギー、ガスコージェネレーションシステム、VPPをはじめとしたデジタル技術等を活
用した分散型エネルギーシステムにより、エネルギーの安定供給に貢献する事例がある。このよう
な分散型エネルギーシステムの推進がレジリエンス向上に資する。

期間 2019年3月～2020年3月

場所 愛知県豊田市内

内容

・ＶＰＰシステムからの指令に基づいたエネルギーマネジメン
トシステム（ＥＭＳ）によるエネファームの遠隔制御検証
・ＶＰＰのエネルギーリソースとしてエネファーム群を集約し、

調整力等の活用に向けた検証

設備構成
エネファーム8台
コレモ1台

エネファーム群を集約したVPPへの活用 電力需給逼迫時のガスコージェネレーションシステムの貢献

出典：2021/1/19第29回電力・ガス基本政策小委員会出典：東邦ガスホームページ

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会(令和3年2月23日) 日本ガス協会説明資料
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【東京ガス】地域企業・自治体と連携したレジリエンス強化の取組【再掲】

凡例： エネルギーサービス実績
LNG基地・サテライト実績

⑤渋谷区役所×防災TUMSY

③田町×スマエネ完成

2019年に新庁舎が運用開始。中圧ガス導管の
採用や、停電対応型CGSによる電源の多重化に
よりレジリエンス性を向上。大雨・台風時に各種の
防災関連情報を区民・来街者等へ向け、広く、
遅滞なく、公開できました。

2020年7月、二つのエネルギーセンターを結ぶ熱
融通配管が開通し、スマエネが完成しました。
東京都港区と連携し、環境性とレジリエンス性に
優れたまちづくりを推進しています。

⑦大崎市民病院×医療に専念

⑧いわき市医療センター×災害対応強化
水も含むユーティリティ管理運用を一括受託。省
エネ・省コストはもちろん、医療従事者の方々が
「医療に専念できる環境」を実現しました。

福島県内最大級の災害拠点病院。有事の際に
は、常磐共同ガス㈱との連携による災害時優先
復旧体制によってエネルギー供給継続を実現して
います。

④東京都庁×専用線による電力供給

2012年12月より、空調や給湯に使う冷温熱の
供給とともに、電力供給の多様化も実現。停電
時にも電力・熱の供給を継続し、災害発生時も
機能を止められない都庁舎のBCP機能をサポート
しています。

①日本橋×スマエネで国際競争力UP

2019年４月から日本初の既存ビルを含む
日本橋室町周辺地域に電気と熱を安定供給す
る「日本橋スマートエネルギープロジェクト」を三井
不動産様と開始しました。

②清原工業団地×企業連携

既存工業団地内の隣接する7事業所の電力・熱
エネルギーをコジェネを核とするエネルギーセンターに
集約。環境性とBCP性能が向上しました。

⑩いとまんバイオエナジー

⑥鹿児島×スマエネ

⑨西部ガスグループ×新型コジェネ

出典：第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会(令和2年10月26日) 東京ガス説明資料
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【大阪ガス】地域企業・自治体と連携したレジリエンス強化の取組【再掲】

出典：第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会(令和2年10月26日) 大阪ガス説明資料

アワセプロジェクト（沖縄）

構成施設

イオンモール沖縄ライカム(物流供給拠点)
中部徳洲会病院（災害拠点病院）
スポーツクラブルネサンス（浴室開放）
北中城村民体育館（避難施設）

主要設備
天然ガスコージェネ
吸収式冷温水器
高効率型ターボ冷凍機

瑞穂町スマートエネルギー（東京・埼玉）

構成施設 工場（6事業所）

主要設備 天然ガスコージェネ（1万kW）

ガス供給
LNGサテライト設備（新設）からの
導管供給

既存工業団地へのコージェネによる電力・熱の面的供給

運用中

計画中

岩崎地区スマートエネルギーネットワーク（大阪）

構成施設

イオンモール大阪ドームシティ(物流供給拠点)
京セラドーム大阪（津波避難拠点）
病院（災害拠点病院）
大阪ガス hu+g MUSEUM（避難者支援）
大阪メトロ・大阪市消防局
スーパービバホーム大阪ドームシティ

主要設備
天然ガスコージェネ
太陽光発電・太陽熱利用
地域冷暖房

エネルギー
事業者

沖縄電力
プログレッシブエナジー(当社25%出資)
OGCTS（現 ）

エネルギー
事象者

瑞穂町スマートエネルギー株式会社※

うめきた2期地区開発事業（大阪）

構成施設 ホテル・オフィス・商業施設・住宅・都市公園等

主要設備
天然ガスコージェネ
サブプラント地域冷暖房

地域マイクログリッド構築（宮崎）

構成施設 港湾地域の工場
自治体施設（災害拠点・避難所）

主要設備 バイオマス発電（5万kW）
天然ガスコージェネ（2万kW）

平時の面的利用＋有事の地域防災拠点への電力供給

※CDエナジーダイレクト(40%),入間ガス(25%)
INPEX(25%), トーヨーアサノ(10%)

エネルギー
事業者

九州電力 ・



111出展：第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年1月28日）日本熱供給事業協会説明資料より抜粋

（参考）地域熱供給事業の概要と長期ビジョン①



112出展：第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年1月28日）日本熱供給事業協会説明資料より抜粋

（参考）地域熱供給事業の概要と長期ビジョン②



113出展：第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年1月28日）日本熱供給事業協会説明資料より抜粋

（参考）地域熱供給事業の概要と長期ビジョン③



114出展：第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年1月28日）日本熱供給事業協会説明資料より抜粋

（参考）地域熱供給事業の概要と長期ビジョン④
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コンパクト・プラス・ネットワーク

 都市のコンパクト化は、縮退均衡を目指すものではなく、居住や都市機能の集積による「密度の
経済」の発揮を通じて、

• 生活サービス機能維持や住民の健康増進など、生活利便性の維持・向上

• サービス産業の生産性向上による地域経済の活性化（地域の消費・投資の好循環の実現）

• 行政サービスの効率化等による行政コストの削減

などの具体的な行政目的を実現するための有効な政策手段。

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
国土交通省説明資料より抜粋・加工
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コンパクトシティ形成とエネルギー面的利用の相乗効果

エネルギー面的利用の導入効果

・災害時に系統電力が停止した場合でも、電気・熱を継続
的に供給することによる防災性の向上

・施設用途により異なるエネルギー需要やピークを平準化し、
エネルギー効率を向上させることによる環境負荷の低減

・CEMS(Community Energy Management System)
によるエネルギー需給バランスの最適化等のエリアのスマート化

コンパクトシティ形成との相乗効果

・複数用途ミックスに伴うエネルギーピークの平準化によるエネル
ギー効率の更なる向上

・都市機能の集積に伴うエネルギー需要密度の高度化によるエ
ネルギー効率の更なる向上

【コンパクトシティによる効果】

・防災性向上やエネルギーの地産地消による経済循環等で地
域活性化を促進

・「高齢者見守り」等の新たな取組みによる住民サービスの向上

【コンパクトシティへの寄与】

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
国土交通省説明資料より抜粋
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スマートシティ

■スマートシティとは

災害への脆弱性、交通弱者への対応など、それぞれの街が抱える課題に対し、交通・人流、気象、
建物など様々なデータを重ね合わせ、また、AI、IoT等の新技術を活用し、その解決を図ることで、
市民に安全、安心な生活や利便性、快適性等を提供するまちづくり。

サイバー空間

フィジカル空間

データを
集める

交通 防災

物流

健康
福祉

環境

防犯
見守り

観光

インフ
ラ管理

エネル
ギー

市民生活・都市活動等を高度化するサービス事例

AIの活用等による避難情報のリアルタイム発信

防災

［リアルタイムデータの発信］

被害状況

避難状況

災害拠点
施設状況

人流・
滞留状況

［リアルタイムデータの収集］

プッシュ通知
モニター表示

災
害
情
報

避
難
情
報
等

収集データをAI等で瞬時に分析し、避難情報等を
リアルタイムで発信

自動走行によるスムーズな移動・物流の実現

モビリティ 物流 建物内外を人やモノがシームレスに移動可
能な自動走行モビリティ・ロボットの導入

サービス

情報の統合・AI分析

地図・地形
データ

気象データ

防災データ

エネルギー
データ

交通・人流
データ

インフラ・
建築物データ

官民データ

データを
活かす

サイバー空間上で人流、ロボッ
ト等稼働データを統合管理

自動走行モビリティ・配送ロボの制御
最適な運行ルート・頻度の設定

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
国土交通省説明資料より抜粋
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スマートシティモデルプロジェクト

 スマートシティの分野で、わが国が世界の先導役となることを目指し、全国の牽引役となる先駆的
な取組を行うモデルプロジェクトを募集し、スマートシティの取組を支援。

 令和２年度は先駆的であることに加え、早期の社会実装が見込まれる7つの先行モデルプロジェ
クト等を追加選定。

◆先行モデルプロジェクト ◆重点事業化促進プロジェクト

※赤着色はR2年度に
追加選定された地区

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
国土交通省説明資料より抜粋
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都市構造再編集中支援事業（地域生活基盤施設：分散型エネルギー）

 頻発・激甚化する自然災害に対応するため、防災拠点や一時滞在施設では、災害時のエネルギーの自立的
・安定的確保が重要。特に、都市機能が集積するエリアについて、対応が急務。

 このため、都市構造再編集中支援事業において、立地適正化計画に基づく道路整備や都市開発事業等と
一体的に実施され、災害時に防災拠点や一時滞在施設へ電気を供給する※分散型エネルギーシステムの整
備へ支援する。
※分散型エネルギーとは従来の大規模・集中型エネルギーに対して、比較的小規模で、かつ様々な地域に分散しているエネルギーの総称。システムとはCGS（コージェネレーショ

ンシステム）、自営線等を指す。

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
国土交通省説明資料より抜粋
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１．はじめに

２．天然ガス・ガス事業の現状

３．脱炭素化に資するガスの役割と取組

４．高いレジリエンスに資するガスの役割と取組

５．総合エネルギー企業としてのガス事業者の役割と取組

６．地域課題解決に資するガス事業者の役割と取組

７．まとめ



（参考）第5次エネルギー基本計画（平成30年7月3日閣議決定）1/2

 制度改革を進め、分野ごとに縦割型の構造を持つエネルギー市場を、統合された市場構造へと転換することで、エネル
ギー関係企業が相互に市場参入を行える環境を整備し、それぞれの強みを基礎にして効率性や付加価値の高いサービ
スの供給を競争しながら新たな需要を獲得していく成長戦略を描き出すことが可能となる。

 このような将来を見通せる新たな競争環境は、既存のエネルギー企業を、様々なエネルギー供給サービスを行う総合エネ
ルギー企業へと発展していくことを促し、事業の多角化による収益源の拡大や、事業分野ごとに重複して保有されていた
設備・事業部等の集約化等を可能とする。これにより、総合エネルギー企業は、経営基盤の強化を進め、活発な競争を
勝ち抜くための新たな投資を積極的に推進していく主体となるとともに、異分野から参入してきた新規事業者との競争や
連携を通じて、産業全体の効率性の向上や新たな市場の開拓を進め、我が国の経済成長を牽引していくことが期待さ
れる。

 また、エネルギーに関わる様々な事業を行う運営能力や経営基盤を強化した総合エネルギー企業は、エネルギー需要が
拡大する国際市場を開拓していく役割を担っていくことも求められる。２０００年前後から自由化が本格化した欧州で
は、国内市場での競争が激化する一方、新たに開かれた国外市場でシェアを拡大する機会が増大している。こうした事
業環境変化を受け、欧州のエネルギー企業各社は、積極的な国外展開や異分野への進出等を通じて、総合エネル
ギー企業化を図っている。今後、我が国でも、システム改革の進展に伴い、総合エネルギー企業が登場することが期待さ
れる。

 こうした中、エネルギー関連企業による電力・ガス市場への相互参入だけではなく、燃料調達やトレーディング、海外ＩＰ
Ｐ事業やデジタル技術を活用した新事業を含む多様な分野で内外の企業間連携が進みつつある。こうした新たな連携
や総合エネルギー企業化に向けた取組を通じた競争力強化や国際展開が更に進んでいくための環境整備を、引き続き
徹底して進めていく。

第２章 ２０３０年に向けた基本的な方針と政策対応

第２節 ２０３０年に向けた政策対応

１０．エネルギー産業政策の展開

（２）総合的なエネルギー供給サービスを行う企業等の創出

①既存エネルギー供給事業者の相互市場参入による総合エネルギー企業化

121
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（参考）第5次エネルギー基本計画（平成30年7月3日閣議決定）2/2

 世界に先駆けてＬＮＧを本格的に利用してきた我が国の経験と整備されたインフラは、アジアの国々
が今後ＬＮＧの利用を拡大していく際に共用できる資産として活用できる可能性がある。アジアの
国々が、ＬＮＧの導入を進めるための制度やインフラの整備を進めていく際、我が国が、上流も含めた
ＬＮＧサプライチェーン整備へのファイナンス・技術協力を行うことや、貯蔵施設を活用した仲介事業を
行うことで、アジアのＬＮＧ導入国が効率的に新たなエネルギー供給構造を構築していくことを支援す
ることが可能である。

（３）エネルギー分野における新市場の創出と、国際展開の強化による成長戦略の実現

②インフラ輸出等を通じたエネルギー産業の国際展開の強化

２）アジアを始めとした世界のエネルギー供給事業への積極的な参画



総合エネルギー企業としてのガス事業者の役割

 エネルギーシステム改革により、ガス事業者をはじめとするエネルギー関係企業が相互に市場参入を行える環境が整備さ
れ、それぞれの強みを基礎にして効率性や付加価値の高いサービスの供給を競争しながら新たな需要を獲得していくこと
で、様々なエネルギー供給サービスを行う総合エネルギー企業へと発展していくことを促し、事業の多角化による収益源
の拡大や、事業分野毎に重複して保有されていた設備・事業部等の集約化等を可能とする。これにより、総合エネル
ギー企業は、経営基盤の強化を進め、活発な競争を勝ち抜くための新たな投資を積極的に推進していく主体となるとと
もに、異分野から参入してきた新規事業者との競争や連携を通じて、産業全体の効率性の向上や新たな市場の開拓を
進め、我が国の経済成長を牽引していくことが期待される。

 また、エネルギーに関わる様々な事業を行う運営能力や経営基盤を強化した総合エネルギー企業は、エネルギー需要が
拡大する国際市場を開拓していく役割を担っていくことも考えられる。

 こうした中、燃料調達やトレーディング、海外IPP事業やデジタル技術を活用した新事業を含む多様な分野で内外の企
業間連携が進みつつある。こうした新たな連携や総合エネルギー企業化に向けた取組を通じた競争力強化や国際展開
が更に進んでいくことが期待される。

 世界に先駆けてLNGを本格的に利用してきた我が国の経験と整備されたインフラは、アジアの国々が今後LNGの利用
を拡大していく際に共有できる資産として活用できる可能性がある。アジアの国々が、LNGの導入を進めるための制度や
インフラの整備を進めていく際、我が国が、上流も含めたLNGサプライチェーン整備へのファイナンス・技術協力を行うことや、
貯蔵施設を活用した仲介事業を行うことで、アジアのLNG導入国が効率的に新たなエネルギー供給構造を構築してい
くことを支援することが可能であり、そのような役割が期待される。

 加えて、カーボンニュートラルに向けた国内外の動向等を踏まえれば、ガス事業者は、上流においても中下流においても脱
炭素化に向けた取組が求められている。このため、ガス事業者は、これまで培ってきたLNGバリューチェーンにおける強み
を活かしながら、必要に応じて他の事業者等と連携しつつ、国内外で天然ガスの利用拡大を通じた低炭素化に貢献する
とともに、合成メタン等カーボンニュートラルガスの導入による脱炭素化に積極的に取り組む役割が期待される。
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総合エネルギー企業としてのガス事業者の役割
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ガスの役割を果たすための取組（6/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

総合エネル
ギー企業とし
てのガス事業
者の役割

総合エネル
ギー企業化

国内外への事業展開
の更なる促進

 （民）新たな市場の開拓や様々なエネ
ルギー供給サービスの実施など総合エ
ネルギー企業としての国内外への展
開

 （官）LNGサプライチェーンにおける取
組を促進する環境整備

 （民）LNGサプライチェーンにおける取
組（調達先の多様化、トレーディング、
LNG取引の最適化、海外エネルギーサービ
ス事業の展開、連携、デジタルを活用した

新たなサービスなど）の推進
 （官）LNGサプライチェーンにおける取

組を促進する環境整備
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低廉で安定的な原料調達への取組（エネルギーセキュリティの確保）

 「新国際資源戦略（2020年3月策定）」において、今後増大するLNG需要を見据え、LNGセ
キュリティを高め、国際LNG市場における日本の影響力を維持するために、アジア各国のLNG需
要の創出・拡大に積極的に関与し、厚みのある国際LNG市場の形成に貢献することが重要と
された。

 日本のガス事業者としては、調達先の更なる多角化や仕向地自由化の一層の拡大を図っていく
とともにアジアを中心とした海外におけるLNG需要と一体で、基地事業やアセットを有効活用し
たトレーディング等を通じて、LNG取扱量の増加に取り組んでいく。

令和2年9月4日
第1回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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新・国際資源戦略（令和2年3月制定）のポイント（LNG抜粋）

LNG

①調達先の多角化/新しい資源の確保

 Arctic LNG2と北極海航路など新たな供給ルートの開拓とセットとなった開発を支援することでLNG
セキュリティの向上を図る。

 LNG積替事業へのJOGMEC出資機能を追加。

 近年、米国シェール開発事業のM&Aが活性化。米国によるLNG等の輸出が拡大する中、昨今の低油
価環境も活用し、シェール権益獲得を積極的に行うべき。特に、米国シェール開発は日本企業がオペレー
ターとして活躍可能。

 このため、シェール開発案件の審査の迅速化を行う。さらに、日本企業がオペレーターを務めるシェール開発
事業買収に係るJOGMECの債務保証料率の引き下げを行う。

②柔軟な国際LNG市場形成とアジア需要の取り込み

 日本のLNGセキュリティ向上には、日本企業の参画を通じたアジアLNG需要の拡大や緊急時の日本への
融通余力等の獲得、柔軟かつ流動性の高い国際LNG市場の形成が重要。

 中国のLNG取扱量が2030年には1億トンに拡大する見込みの中で、こうした取組を日本が引き続き
世界最大のLNG需要国として主導していくためには、「外・外取引」も含めたLNGのバリューチェーン全体へ
の日本企業の関与が促進されるよう、LNG政策を転換していくことが必要。

 このため、新たに2030年に日本企業の「外・外取引」を含むLNG取扱量の目標を１億トンと設定。仕
向地条項の撤廃等に関する消費国連携を主導するとともにアジア諸国へのキャパビル支援を強化。

③気候変動問題に配慮した油ガス田等の開発の促進

 天然ガスの上流ビジネスにおいても気候変動問題をはじめとする環境問題への対応に企業が自主的に
取り組んでいくことが重要となっており、世界では上流開発とセットでカーボンリサイクルやEOR、CCS、植林
事業等の脱炭素化対策が実施されるも、経済性を低下させる傾向があるため、適切なインセンティブ設
計が重要。

 環境負荷低減策を含む案件へのJOGMECの債務保証料率引き下げ。

令和2年10月26日
第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁石油・天然ガス課説明資料より抜粋
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（参考）上流における各事業者の協力

 国際LNG市場の成長に伴い、市場に占める日本の比率は低下する見込み。

 国際LNG市場における影響力を維持するための方策として、上流において各事業者が協力して
取り組むことも、本研究会において示された。

第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和2年10月26日）JERA説明資料より抜粋・加工
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（参考）止まらない脱炭素化の流れはOil＆Gasセクターにも
–Oil & Gasセクターでの新たな取り組み

 気候変動問題に対する社会的な要請に応じ、メジャーをはじめとした世界の石油開発企業は、上
流開発のみならず、再生可能エネルギーやCCSなど、脱炭素化に向けた取組を強化。

CO2排出削減目標 主な取り組み

英BP ・2050年までに生産過程にお
けるCO2排出量をネットゼロ、
消費段階を含めたCO2排出
量50％減

・低炭素事業への投資拡大、石油天然ガス
生産の削減
・カーボンオフセット、CCS、水素などの活用

英蘭シェル ・2050年までに生産過程にお
けるCO2排出量をネットゼロ、
消費段階を含めたCO2排出
量50％減

・CCS、森林再生による二酸化炭素の削減
・再生可能エネルギー、バイオ燃料、水素利
用、充電などへの投資

仏トタル ・2040年までに、生産過程・
消費段階において、ネットCO2
排出量を25～35%減

・CCUS、省エネルギー脱炭素技術開発
・経済性を維持できる石油上流投資を継続

米エクソン
モービル

・生産過程におけるCO2削減 ・メタン漏洩15％、随伴ガス焼却25％削減
・バイオ燃料、CCSなどの研究開発を実施

米シェブロン ・生産過程におけるCO2削減 ・豪州のLNGプロジェクトでの大規模CCSの
実施
・バイオ燃料、水素、再生可能エネルギーの
技術開発投資

天然ガス貯留層
帯水層

天然ガス

CO2

CO2

C
O

2CO2
圧入

CO2
分離

資源開発と一体となったCCSの取組例
（豪州ゴーゴンプロジェクト）

メジャー各社のCO2削減に向けた取組状況

出典：JOGMEC石油天然ガスレビュー等を参考に資源エネルギー庁作成

令和2年10月26日
第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁石油・天然ガス課説明資料より抜粋・加工
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（参考）止まらない脱炭素化の流れはOil＆Gasセクターにも
–天然ガスから水素やアンモニアを抽出する取組

天然ガス等から水素やアンモニアを抽出する取組や技術の発展が今後期待される。

 2017年の水素基本戦略によれば、水素を大量、安価に調達するサプライチェーンの構築が必要と
されている。

令和2年10月26日
第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁石油・天然ガス課説明資料より抜粋
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ガス事業者の海外事業への挑戦

 上流事業では、権益獲得などにより調達価格の安定化やエネルギーセキュリティの高度化に取
り組む。

 中・下流事業では、日本で培ってきたノウハウを活かし、世界の省エネ・温室効果ガス削減に貢
献。

令和2年9月4日
第1回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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【東京ガス】海外展開事例（上流事業）

 東京ガスは、国内への安定的かつ低廉な天然ガスの調達や現地での天然ガス普及拡大に向け、
上流事業にも積極的に参画。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
東京ガス説明資料より抜粋・加工
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【東京ガス】原料調達分野での取組（国内ユーティリティーとの連携）

 東京ガスは、買主ごとに需要動向や求める契約条件が多様化してきており、国内外のエネルギー
市場を取り巻く情勢・動向を見据え、需給や市況の変化に柔軟に対応しながら競争力のある
LNGの安定調達を実施。

 国内各社と、LNGの調達や輸送面での協力関係を構築。保有するリソースの弾力運用を行うこ
とにより、より柔軟で機動的な調達やコスト低減、緊急時を含む融通協力により供給安定性の向
上を図るとともに、今後もこのような取り組みを推進していく。

令和2年10月26日
第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
東京ガス説明資料より抜粋・加工
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【東京ガス】LNGビジネスの拡大（LNGトレーディング事業への参画）

 東京ガスは、LNGトレーディング事業を担う、ティージーグローバルトレーディング株式会社
（TGT）を2020年に設立。様々なビジネスパートナーと連携して、LNG取引、LNG船・受入基地
等のLNGバリューチェーンにおける既存アセットの強みをデジタル技術を活用して最適に組み合わ
せることにより、LNG取扱量を拡大。

 強みである輸送等のオペレーションをLNGの付加価値として合わせて提供することで、需要拡大に
も貢献。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
東京ガス説明資料より抜粋・加工
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【東京ガス】LNGネットワークの多様化・LNGトレーディングの取り組み

 東京ガスは、アジア、北米、欧州の市場を結ぶLNGネットワークを構築することにより、LNG輸送効
率向上と市場価格の地域間格差を縮小し、需給調整に資する柔軟性を向上している。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
東京ガス説明資料より抜粋
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【東京ガス】海外展開事例（中下流事業）

 東京ガスは、東南アジアを中心に、現地での天然ガスの普及拡大に向けて、LNG基地の開発、エ
ネルギーサービス事業を展開。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
東京ガス説明資料より抜粋・加工
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【東京ガス】地球規模でのCO2削減の取り組み（海外における再エネ事業）

 東京ガスは、北米での事業基盤拡大と地球規模でのCO2削減に貢献するため、海外における再
エネ事業への投資を展開。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
東京ガス説明資料より抜粋・加工
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【大阪ガス】海外上流・トレーディング事業

 大阪ガスの取扱量850万トンのLNG調達先は、オセアニア・東南アジア・中東など地域的な偏り
を少なくし、安定調達に取り組んでいる。

 また、北米・豪州を中心に、天然ガス開発事業・天然ガス液化加工事業などの上流事業にも参
画するとともに、LNGトレーディングビジネスにも取り組んでいる。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
大阪ガス説明資料より抜粋・加工
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【大阪ガス】トレーディングビジネスへの取組

 大阪ガスは、多様なLNG契約、LNG船団ならびにトレーディング子会社等を活用し、国内外への
LNG販売拡大に加え、調達・販売ポートフォリオの最適化にも取り組んでいく。

令和2年10月26日
第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
大阪ガス説明資料より抜粋・加工
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【大阪ガス】東南アジアでの低炭素化事例

 大阪ガスは、国内で培った省エネ・省コスト技術による天然ガスの普及拡大、電力事業で培った
再エネ開発・運用ノウハウを生かした再エネ事業により海外でも低炭素化に貢献していく。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
大阪ガス説明資料より抜粋・加工
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【東京ガス】エネルギーのデジタル化の将来イメージ

 東京ガスは、多様なエネルギー供給源（LNG基地、火力、再エネ）と、多様な需要側リソース
（ガス機器、PV、EV、蓄電池）を組み合わせて、電力だけでなく熱も含めてデジタル化し、
2050年やそれ以降に向けても安定的かつ低廉なエネルギー供給を目指す。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
東京ガス説明資料より抜粋
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【東京ガス】顧客サービスの高度化

 東京ガスは、顧客へのガス・電力・サービスの提供を高度化していくに当たり、AIをはじめとするデ
ジタル技術の有効活用を推進。一人ひとりのニーズに合ったサービスや情報をお届けできるようデジ
タルチャネルを充実。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
東京ガス説明資料より抜粋・加工
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【大阪ガス】ガス機器のデジタル化による新たなサービス提供

 大阪ガスは、家庭の機器リモコンを活用したガス機器のIoT化を図り、新たなサービスによる顧客
への提供価値向上、業務効率化を推進。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
大阪ガス説明資料より抜粋・加工
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【大阪ガス】デジタル技術を活用したエネファームによるCO2削減【再掲】

 大阪ガスは、デジタル技術でエネファームを遠隔制御し、それを調整力として活用することで、発電
量制御が困難な自然変動再エネの大量導入時代の系統安定化に貢献。

 将来的な需給調整市場への参加を想定し、エネファーム約1,500台をアグリゲートするバーチャ
ルパワープラント（VPP）実証※により、系統安定化や経済性の向上を目指す。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
大阪ガス説明資料より抜粋・加工

※「R2年度需要側エネルギーリソースを活用したVPP構築実証事業補助金」のVPPアグリゲーター事業に参画
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【大阪ガス】工場向けIoTサービス

 大阪ガスは、状況把握が難しい工業炉の見える化と故障等の異常予兆検知を可能にする
「Furnace SOMA」に加え、工場IoT化サービス「D-Fire」により、燃料の使用状況だけに限らず、
顧客先の様々な課題の解決に幅広く貢献できるようサービスを進化していく。

令和2年10月6日
第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
大阪ガス説明資料より抜粋・加工
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１．はじめに

２．天然ガス・ガス事業の現状

３．脱炭素化に資するガスの役割と取組

４．高いレジリエンスに資するガスの役割と取組

５．総合エネルギー企業としてのガス事業者の役割と取組

６．地域課題解決に資するガス事業者の役割と取組

７．まとめ
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年齢別人口推計の推移

 我が国の人口は2008年をピークに、2011年以降は減少が続いており、将来的にも減少が続く
見込み。64歳以下の生産年齢人口が減少傾向にある一方、75歳以上の高齢者人口の割合
が増加し続けていく傾向。

出典： 2019年版中小企業白書

年齢別人口推計の推移

令和2年9月4日
第1回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁説明資料より抜粋・加工
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SDGs

 SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、「誰一人取り残さない」持続可能
でよりよい社会の実現を目指す世界共通の目標。社会、経済、環境の3側面から捉えることのでき
る17のゴールを、統合的に解決しながら持続可能なよりよい未来を築くことを目標としている。

 SDGsの理念に沿って持続可能なまちづくり等に向けた取組を進めることにより、行政、民間事業者、
市民等の異なるステークホルダー間で地方創生に向けた共通言語を持つことが可能となり、地方
創生の課題解決を一層促進することが期待される。

持続可能な開発目標（SDGs）の17のゴール



都市ガス事業者への期待（地方自治体インタビュー調査結果）①

 令和3年2月から3月にかけて、地域新電力や水素に取り組む地方自治体（9自治体※）にインタ
ビュー調査を実施。 ※小田原市、唐津市、北九州市、周南市、島田市、富山県、浪江町、新潟市、富士市

 その結果によれば、都市ガス事業者に対して、地域での信頼を踏まえた地域課題解決の担い手、
地域新電力としての活躍、事業の多角化やインフラ有効活用による脱炭素化の実現、高いレジリ
エンスが期待されている。

【主なコメント】

（地域での役割・地域の課題解決）

 都市ガス事業者は検針作業等で顧客との接点が多い。高齢化が進む中で、高齢者の見守りへの貢献に期待。

 都市ガス事業者は、検針作業を通じて個人や事業者との繋がりがあり、様々な情報を持っている。都市ガス事業者と話す中
で新たな実態を把握することもあり、心強いパートナー。

 都市ガス事業者は高齢者の見守り支援に協力してもらっている。また、重油から都市ガスに切り替えることで大気汚染をなく
す取組に都市ガス事業者と一緒に取り組んだ。昔から都市ガス事業者と連携してきた。

 自治体にエネルギーの専門家がいないので、都市ガス事業者には専門家としての役割を果たしてほしい。

 都市ガス事業者は、安定的にガス供給を実施するとともに、地域に根ざした活動を展開している。地域と顔の見える関係を構
築しており、地域課題の解決を目指す役割を担ってほしい。

 人口減少、少子高齢化の中で、地域社会を維持していくためには、地域資源を有効活用し、環境と経済の好循環につなが
るエネルギー政策が必要。ガス事業者は、その重要なメンバー。

 自治体と連携した電力小売事業やまちづくりの取組は、地域のエネルギー事業者ならではのもの。行政だけでは実現が困難。

（地域新電力としての活躍）

 自治体として、（都市ガス事業者が設立に参加した）地域新電力と協力関係を築いている。地域新電力が得た収益の地
域貢献への活用や、地域新電力が新事業を行うことによる雇用の創出に期待しているし、地域新電力の事業拡大に向けて
都市ガス事業者の支援に期待。

 都市ガス事業者は、ガス事業に加え地域新電力にも関わっており、課題解決に向けて行政と連携している。エネルギー政策
を地域で推進する上で重要なプレイヤーと認識。 148
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【主なコメント】

（脱炭素化・低炭素化）

 カーボンニュートラルという観点から、都市ガス事業者は将来的に難しい立ち位置となるだろう。事業の多角化により都市ガス
事業者が経営を継続していくことを期待。

 都市ガス事業者はインフラを持っているので、脱炭素社会に向けて、これらインフラを活用した取組や、水素の輸送などに期待
できるのではないか。

 環境対策として重油ボイラーをガスボイラーに切り替えることを自治体として推奨しているので、今後このような取組が進むこと
に期待。

 自治体としては、都市ガス事業者をエネルギー事業者と捉えている。一つのエネルギー源を取り扱う事業者が減っている中で、
総合エネルギー事業者としてどのように都市ガス導管を活用するかが重要。また、災害対策として、電気もガスも利用した方
が良いし、脱炭素社会に向けて電気事業者もガス事業者も大きな役割を担っている。

 脱炭素化の中で、現状の事業を継続できるかは不透明。2050年の視点になると産業の在り方も大きく変わる。脱炭素社会
においても既存インフラを活用しながら地域社会に貢献することが重要。

 メタネーションといった脱炭素化に向けた取組は、地方の都市ガス事業者が独自で技術開発することは難しいので、ガス業界
全体で取組を進める必要がある。

 電化が難しい部分やメタネーションで水素を活用するといった点などでガス事業者に役割を担ってもらいたい。

（レジリエンス）

 エネルギーインフラを担う事業者としての（供給）安定性に対する期待は高い。

 自治体として、防災やレジリエンスの部分で都市ガス事業者のノウハウを活かしていきたい。都市ガスが供給されていないエリ
アであっても、都市ガスのレジリエンスのノウハウを活かして活性化に貢献してもらいたい。

※なお、都市ガス事業者への期待について、特段のコメントを得られなかった地方自治体が２つあった。

都市ガス事業者への期待（地方自治体インタビュー調査結果）②



地域課題解決に資するガス事業者の役割

 人口減少・少子高齢化の時代において、地方における地域社会の担い手が減少し、地域経済が縮小している。また、
地域の魅力・活力が損なわれ、生活サービスの維持が困難になるおそれがある。

 ガス事業者は、ほとんどが地域に根ざしており、安定供給の実績と着実な保安の実施により地域での高い信頼を得てい
る。ガス供給のみならず、電力等も含め地域の需要家が必要とするエネルギーやサービスを提供するとともに、脱炭素化
やまちづくりといったその地域の様々な社会課題に自治体や地域企業と一体となって取り組み、地方創生やSDGs(持
続可能な開発目標)に貢献することが期待される。

 また、分散型エネルギーシステムの中で、デジタル技術を活用しつつ、再生可能エネルギーの余剰電力から水素や合成メ
タンを製造し、電力を貯蔵・活用する(Power to Gas、 PtoG)とともに、ガスコージェネレーションによる発電（＋熱の利
用）もする (Gas to Power、GtoP)ことにより、再生可能エネルギーの平時の課題（出力変動、出力制御）を解決し、
非常時の課題（需給逼迫、停電）にも備えることができる。このため、再生可能エネルギーの主力電源化の進展に合
わせて、分散型エネルギーシステムの中で、電気・ガスのデータ連携によりPtoGとGtoPを適切に行い需給の最適化を
図りながら、電気とガスの融合（セクターカップリング）を目指すことが、我が国の更なるレジリエンス強化に資する。こ
の実現に向けて、地方ガス事業者は大きなポテンシャルを有していると考えられる。

 このような取組、あるいは水素やバイオガス等地域資源を活用した脱炭素化に資する取組を通じて、地方における脱
炭素化の担い手となることが期待される。

 これらの期待に応えることにより、結果として各事業者の経営基盤の強化に資するとともに、地方における脱炭素化を進
めるためのエネルギー供給者としての役割を果たすことができると考えられる。

150

地域課題解決に資するガス事業者の役割
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都市ガス事業者向けアンケート結果（人口減少・少子高齢化への対応）

 ほとんどの都市ガス事業者が、人口減少・少子高齢化を「脅威」だと捉えており、その対応のために
「新しい商品・サービスの開発・拡充」や「新しい料金メニューの開発・拡充」、「事業の多角化」
や「販路の拡大」などに取り組んでいる。

Q2. 人口減少・少子高齢化をどのように捉えていますか？（単一
回答）

①好機である

1%

②脅威である 95%

③どちらでも

ない 2%

その他 2%

（N=154社）

Q3. 人口減少・少子高齢化に対応するため、御社ではどのような
取組を行っていますか？（複数回答）
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（N=154社）

都市ガス事業者向けアンケート結果

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁説明資料より抜粋・加工
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都市ガス事業者向けアンケート結果（都市ガス事業以外の事業）

 多くの都市ガス事業者が「LP事業」、「電気事業(小売)」、「リフォーム事業」に取り組んでおり、こ
れら都市ガス事業以外の事業を行う課題として、 「新事業を担う人材の確保・育成」「社内体制
の整備」「新事業経営の知識・ノウハウ」などが認識されている。

Q5. 都市ガス事業以外に取り組んでいる事業はありますか？（複
数回答）（Q6.小売事業の業態について）

106

23

71

89

12

21

5

12
6

9
6 6

3

33

8

22

9
13

16

0

20

40

60

80

100

120
（N=154社）

Q9.都市ガス事業以外の事業を行うに際して、何が課題だと認識し
ていますか？（複数回答）

86

28

126

106

97

67

37

58 55

21

6 3

0

20

40

60

80

100

120

140

（N=154社）

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁説明資料より抜粋・加工
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（参考）事業の多角化の例

 サーラエナジーは、2019年12月、都市ガス事業の「中部瓦斯」とLPガス事業の「ガステックサービ
ス」が合併し設立。事業エリアごとに、ガス・電気等のエネルギーと暮らし・住まいに関する総合サー
ビスを提供する子会社「サーラＥ＆Ｌ」とサーラグループを展開。燃料ルート別から顧客別の事業
展開を図る。

サーラグループのセグメーション

出典：第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年1月28日）サーラエナジー説明資料
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都市ガス事業者向けアンケート結果（デジタル技術の活用）

 約半数の都市ガス事業者がIT、AI、IoTなどデジタル技術を活用しており、従業員数が多いほどそ
の割合は増加する。具体的な活用としては、「タブレット端末・スマートフォンを活用した業務支援シ
ステムの導入」が多い。

Q11. IT、AI、IoTなどデジタル技術（顧客管理のシステム導入、RPA、保安業務のシ
ステム導入 等）を活用していますか？（単一回答）

（N=154社） （N=153社）

全体 従業員数別

①活用している

51%

②具体的に活用

を検討している

9%

③今後検討して

いく予定である

33%

④活用していな

いし、検討する

予定もない

7%

その他

0%

Q14. Q11でデジタル技術を「①活用している」、
「②具体的に活用を検討している」あるいは「その
他」を選択された方にお伺いします。 デジタル技術の
具体的な活用の内容をお答えください。（複数回答）

（N=91社）
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化
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を
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⑤
タ
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払

⑥
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新
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い
商

品
・
サ
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ス
の
開
発
・
拡
充

そ
の
他

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁説明資料より抜粋・加工
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都市ガス事業者向けアンケート結果（デジタル技術の活用）

 デジタル技術は、今後「営業・販売部門」「保安部門」で活用していきたいと考えられているが、活
用の検討にあたっては、「導入費用」や「社内に人材がいない」などが課題だと認識されている。

Q16. Q11でデジタル技術を「①活用している」、「②具体的に活用を
検討している」、「③今後検討していく予定である」あるいは「その
他」を選択された方にお伺いします。今後どのような部門でデジタル技
術を活用していきたいですか？（複数回答）

47
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（N=141社）
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Q18. デジタル技術の活用を検討するにあたって、何が課題だと認識し
ていますか？（複数回答）（Q11で「④活用していないし、検討する予
定もない」を選択された場合でも、検討するための課題（検討できない
理由）をお答えください。）

（N=151社）

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁説明資料より抜粋・加工
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（参考）デジタル技術活用の効果例

 日本瓦斯株式会社では、デジタル技術の導入により、需要家数と営業利益を増加させながら、販
売費及び一般管理費の削減を実現している。

【参考】第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年1月28日）日本瓦斯説明資料（抜粋・加工）
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都市ガス事業者向けアンケート結果（スマートエネルギーネットワーク）

 スマートエネルギーネットワークについて、半数以上が「検討も営業も行っていないし実績もない」を
占めており、課題としては、「導入費用」や「施設を保有・運営する需要家等に対する自社の企
画・提案力」などが認識されている。

Q27. 停電対応型コージェネを活用し、再生可能エネルギーや蓄電池等を
組み合わせ、複数の施設（民間施設、自治体施設等）において熱・電気
の面的利用を行う取組（スマートエネルギーネットワーク）を行ったこ
とがありますか？ （単一回答）

（N=152社）

①ある
6%

②検討はしている

が営業は行ってい

ない

16%

③営業は行ってい

るが実績はない

19%

④検討も営業も

行っていないし実

績もない

58%

その他
1%
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Q28. スマートエネルギーネットワークの構築に際して、何が課
題だと認識していますか？（複数回答）

（N=153社）

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁説明資料より抜粋・加工



158

都市ガス事業者向けアンケート結果（他都市ガス事業者との連携）

 約８割の都市ガス事業者が他の都市ガス事業者と連携を検討したことがなく、従業員数が少ない
ほどその割合は増加する。また、連携にあたっての課題は、「システムの統一などに導入費用がかか
る」「社内文化・仕事の進め方の違い」などが認識されている。

Q30. 他の都市ガス事業者（ガス小売事業者、ガス導管事業者、ガス製造事業者）との連携（共
同検針、共同保守点検、共同調達、共同システム開発、ITの専門家などアドバイザーの共同雇
用など）を検討したことがありますか？（単一回答）

（N=154社）

全体 従業員数別

①検討したこと

がある

19%

②検討したこと

がない

81%

（N=153社）

Q34. 他の都市ガス事業者との連携にあたって、
何が課題だと認識していますか？（複数回答）

（N=149社）

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁説明資料より抜粋・加工
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都市ガス事業者向けアンケート結果（他業種事業者との連携）

 約８割の都市ガス事業者が他業種の事業者と連携を検討したことがなく、従業員数が100名以
下ではほとんどない。また、連携にあたっての課題は、「システムの統一などに導入費用がかかる」
「社内文化・仕事の進め方の違い」などが認識されている。

Q36. 他業種の事業者（グループ会社を除く）との連携（共同検針、共同保守点検、共同調達、
商品・サービスの開発など）を検討したことがありますか？（単一回答）

（N=153社）

全体 従業員数別

①検討したこと

がある

22%

②検討したこと

がない

78%

（N=152社）

Q40. 他業種の事業者との連携にあたって、何が
課題だと認識していますか？（複数回答）

（N=148社）

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁説明資料より抜粋・加工
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（参考）他業種事業者との連携の事例

 小田原ガス株式会社は、地元企業などと湘南電力（地域新電力）の株式を取得して承継。

 湘南電力株式会社では、地元企業等と連携し、電力の地産地消や地域貢献に取り組んでいる。

出典：第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年1月28日）小田原ガス説明資料より抜粋
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都市ガス事業者向けアンケート結果（自治体との連携）

 約９割の都市ガス事業者は、自治体と連携して地域の防災・治安に関する取組やまちおこしイベ
ントなどに取り組んでいる。
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Q42. 地域における様々な取組に参加していますか？（複数回答）

（N=154社）

Q44. Q42で何らかの取組に参加している方にお伺いします。 そ
の取組は、誰と協力して行っていますか？（複数回答）
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（N=148社）

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁説明資料より抜粋・加工
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都市ガス事業者向けアンケート結果（SDGsの取組）

 SDGsに「取り組んでいる」「具体的な取組を検討している」は約３割にとどまっており、従業員数が
少ないほどその割合は低下する。

Q48. SDGsに取り組んでいますか？（単一回答）

（N=154社）

全体 従業員数別

①はい

22%

②具体的な取組

を検討している

9%

③今後検討して

いきたい

57%

④いいえ

12%

（N=153社）

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
資源エネルギー庁説明資料より抜粋・加工



都市ガス事業者向けアンケート結果まとめ

 都市ガス事業者向けアンケート結果を踏まえれば、以下のようにまとめられる。

 都市ガス事業だけでなくLP事業や電力事業(小売)などにも取り組んでおり、需要家の求める
エネルギーやサービスを提供する事業者としての素地はある。

 他方、これらを拡大するための課題は、人材確保、体制整備、知識・ノウハウ等と認識されて
いるが、デジタル技術の活用、同業種・他業種との連携は十分ではない。

 地域のSDGsへの取組は低い割合にとどまっているところ、地域社会の課題解決に貢献する
観点から取組が必要。

 多くの都市ガス事業者は人口減少・少子高齢化は脅威だと捉えている。

 自社でLP事業、電気事業(小売)、リフォーム事業といった事業の多角化を行っている都市ガス事業
者が多い。事業の多角化に当たっては、人材の確保・育成、社内体制の整備、新事業経営の知
識・ノウハウが課題だと感じている。

 半数の都市ガス事業者がデジタル技術を活用しているが、タブレット端末やスマートフォンによる業務
支援としての活用が多く、それ以外の活用は多くない。また、デジタル技術活用の課題は、人材不足、
導入費用と認識されている。

 多くの都市ガス事業者は同業種・異業種との連携は進んでいない。

 多くの都市ガス事業者は自治体とまちおこしイベント等で連携している。SDGsに取り組んでいる都
市ガス事業者は少ない。

163

アンケート結果ポイント
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同業種・他業種との連携の重要性

 同業種・他業種との連携には、①地域内の課題解決のために連携し、地域活性化を目指すも
のや、②地域を越えた共通の課題解決や連携することによる業務効率化などのために連携し、
それぞれが地域活性化を目指すもの、などが考えられる。

 都市ガス事業者が連携した事例の中には、業務効率化や新たなビジネス創出に取り組む事例も
あり、そのような事例を増やしていくことが、地域の活性化に繋がっていくと考えられる。

出典：第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年1月28日）上田委員説明資料

（出所）静岡ガスヒアリング・公表資料より日本政策投資銀行作成

水道・都市ガスの自動検針実証
（静岡上下水道局、静岡ガス、中部電力）

 静岡上下水道局・静岡ガス・中部電力は、中部電力が提供する電力ス
マートメーターの通信網を活用した水道・都市ガスの自動検針に関する実
証実験を開始。２年間の実証を通し、水道・都市ガスにおける自動検針
の有用性の検証を行う。

静岡ガス 中部電力 静岡ガス

静岡市 中部電力 静岡市

水道メーター

都市ガス
メーター

スマートメーター
システム

収集サーバー

光ファイバー等

電力スマート
メーター

無線送信
端末

中継装置

電力スマートメーター通信網

検針データ、警報情報

遠隔遮断等の制御情報

 日本ガスでは、都市ガス事業に加え、総合エネルギー事業、快適空間創造
事業、総合生活提案事業などの総合生活サービスを展開。地域事業者と
連携しつつ、これまでの顧客ネットワークを活用し、顔が見えるビジネス。

 これにより、高齢化が進む供給エリアにおける人々の生活環境の維持・向上
に貢献。

高齢化地域における生活基盤の維持
（日本ガス）

（出所）日本ガスヒアリング・公表資料より日本政策投資銀行作成

総合生活サービス事業

住環境食の情報発信アグリビジネス

健康ハウスクリーニング
家事代行

住まいのトラブル
駆けつけ

総合生活提案事業

快適空間創造事業

総合
エネルギー事業

都市ガス
事業

暮らしのサービス

ポイントサービス

地域企業への利益還元

エネ ポイント

料理教室 リフォーム
LNG冷熱利用
の野菜製造

スポーツクラブ

4つの
ミッションステートメント
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地方ガス事業者の今後の方向性

 電力・ガスの小売自由化により、各事業者が電気もガスも販売可能になったことで、エネルギー供
給の差別化は難しくなっている。このため、都市ガス事業者は、エネルギー供給に留まらない総合
的なサービスの提供が求められている。

 海外のAs a Service型の事業も参考にしながら、エネルギー供給に留まらない事業展開に挑
戦していく必要がある。

出典：第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年1月28日）上田委員説明資料
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電気とガスの融合【再掲・追記】

 再生可能エネルギーの主力電源化が進み、余剰電力から水素や合成メタンを製造するようにな
れば、電力を貯蔵・活用することが可能となる（Power to Gas、PtoG）。

 また、この合成メタン等を活用して、地域においてガスコージェネレーションにより発電を行うこと
（Gas to Power、GtoP）で、再生可能エネルギーの平時の課題（出力変動、出力制御）を解決し、非
常時の課題（需給逼迫、停電）にも備えることが可能となる。

 このため、脱炭素化に向けては、分散型エネルギーシステムの中で、デジタル技術を活用しつつ、
電気・ガスのデータ連携によりPtoGとGtoPを適切に行い需給の最適化を図りながら、電気もガ
スも取り入れていくこと（電気とガスの融合、セクターカップリング）を目指すことが重要。

 地方ガス事業者が地域における分散型エネルギーシステムの取組を進めていくことは、将来的な
脱炭素化に資するとともに、将来的に電気とガスの融合が実現していくと考えられる。

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会(令和3年2月23日)日本ガス協会説明資料
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ガスの役割を果たすための取組（7/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

地域課題解
決に資する
ガス事業者
の役割

地域にお
ける脱炭
素化・低
炭素化

地域資源を活用した地域
の脱炭素化（エネルギーの地
産地消）

脱炭素化技術の地方展
開

地域におけるセクターカップ
リングの推進

 トランジションにおける地域
の熱需要のCO2削減

 （民）自治体・民間事業者等との連
携の推進、地域資源(水素、バイオガ

ス)の可能性の把握を踏まえた活用
の推進

 （民）大手ガス事業者や日本ガス
協会による脱炭素技術の地方展
開の推進

 （官民）地域での再エネ主力電源
化に伴うセクターカップリングの促進

 （官民）石炭・石油等から天然ガス
への燃料転換の推進

 （民）ガス事業者自らの主体的な
取組の推進（再エネ・水素等の積極

的な取組）、日本ガス協会等によ
る積極的な支援（地域におけるポテ

ンシャル可能性調査等の実施）、同
業種・他業種・金融・自治体との
連携

 （官民）石炭・石油等から天然ガス
への燃料転換の推進、高効率ガ
スコジェネ等導入支援

ガス事業
者の経営
基盤強化

電気・ガスの両事業に取り
組むなど経営の多角化

 デジタル技術の活用
同業種・他業種・金融・自

治体等ステークホルダーとの
連携

地域社会の課題解決への
貢献

 （民）電気・ガスの両事業に取り組
むことで地域に貢献するなど経営の
多角化の促進

 （民）デジタル技術活用の促進
 （民）同業種・他業種・金融・自治

体等ステークホルダーとの連携の促
進

 （民）地域社会の課題解決に関す
る取組への参画

 （民）ガス事業者自らの主体的な
取組の推進
 電気・LPガスや関連サービスなど

経営多角化の推進
 業務効率化や新サービス創出に

資するデジタル技術の活用
 同業種・他業種との連携
 脱炭素化やまちづくりといった地域

社会の課題解決に関する自治
体・金融等との連携

 （官民）日本ガス協会・経済産業
局等による積極的な支援（地方自
治体との連携など成功事例の横展開、
伴走型支援等）
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ガス事業者自らの主体的な取組事例

 ガス事業者が、地域の課題・ニーズを把握し、これまで培ってきた地域住民との信頼関係や、エネ
ルギー供給のノウハウ等を活かし、地域の付加価値向上や課題解決に資する取組を実施してい
る事例もある。地域資源の活用や連携の方法により、いくつかの類型に分けられる。このような取
組を通じて地域に貢献することが、経営基盤の強化につながっていくと考えられる。

 また、日本ガス協会や経済産業局において、地域におけるガス事業者の取組をサポートする支援
を行っている。このような支援は、ガス事業者が地域に貢献するきっかけになると考えられる。

取組事例の類型

類型 事業者名 取組概要

【類型①】
地域資源・電力
に関する取組

日本ガス・静岡ガス

島田ガス
常磐共同ガス
日本海ガス

越後天然ガス
鳥取ガス
唐津ガス

小田原ガス

釜石ガス

地域資源である清掃工場からのエネル
ギー源の活用
再生可能エネルギー地産地消
新エネルギー社会実現構想（水素）
スマートモデル街区におけるエネルギーシ
ステム
コンパクトグリッド
地域エネルギー事業（とっとり市民電力）

地域エネルギー事業（唐津パワーホール
ディングス）

地域電力（小田原箱根エネルギーコンソーシ
アム）

スマートコミュニティ

類型 事業者名 取組概要

【類型②】
多角化・地域
との連携

河内長野ガス

青森ガス
新発田ガス
日高都市ガス
越後天然ガス
サーラエナジー
(サーラグループ)
高岡ガス
日本ガス（鹿児島）

行政・地域経済界との検討会、新ビジ
ネス検討
市街地活性化
市街地再開発
空き家対策
「こども食堂」

暮らし・ビジネスの総合的サポート

中心市街地活性化対策
多様な事業多角化

【類型③】
域内他業種連携

日本海ガス・鳥取ガス

名張近鉄ガス
九州ガス
複数事業者

地域内異業種との事業連携
他業種企業と連携した多角化
地域内M＆A
地域のガス体エネルギーの一体経営

【類型④】
同業種連携

複数事業者
長野県都市ガス5社

東邦ガス

デジタル活用：データ活用経営の推進
地方創生SDGsコンソーシアムへの参画
ライフサービスプラットフォーム
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【類型①】地域資源である清掃工場からのエネルギー源の活用【再掲】

 自治体の共通課題である脱炭素実現に向けたソリューションとして、日本ガスではガス体エネル
ギーの脱炭素化であるバイオガスの一般家庭への供給、静岡ガスでは脱炭素電源からの電力を
公共施設への供給に取り組んでいる。

 いずれのケースも、地域資源である清掃工場からのエネルギー源を活用したものであり、他地域
でも検討の余地がある。

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
上田委員説明資料より抜粋・加工
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【類型①】再生可能エネルギー地産地消＜島田ガス＞

 島田ガス（静岡県島田市）を中心とする島田ガス共同企業体は、2020年7月に島田市と
「SDGsを先導し持続可能なまちづくりを推進する電力供給等業務に関する協定」を締結。

 静岡ガスグループのノウハウを活かし、再エネの活用による環境性の向上、蓄電池や電源多様
化による公共施設のレジリエンス強化、市民発電電力（家庭用太陽光発電）のアグリゲーションによる
経済循環の創出により、持続可能な街づくりを推進する（2020年10月から順次取組）。

島田ガス 静岡県島田市

需要家数 4,884件

従業員数 24名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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【類型①】新エネルギー社会実現構想(水素)<常磐共同ガス>

 常磐共同ガス（福島県いわき市）は、震災後の人口流出や地場産業の衰退への危機感を背
景に、東洋システム（蓄電池評価装置メーカー）をはじめとした地元企業の賛同を得て、水素の利活
用と蓄電池産業の誘致・集積を通じた地域活性化を目指している。

 また、独自に、水素パイプラインの敷設や水素需要創出策としての産業団地整備等を盛り込んだ
「新エネルギー社会実現構想」を策定。純水素燃料電池の設置工事や地産地消型エネルギー
システムの実証試験を通じて知見の蓄積に努めるなど、構想実現に向けた取組の第一歩を踏
み出している。

常磐共同ガス 福島県いわき市

需要家数 17,601件

従業員数 72名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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【類型①】スマートモデル街区におけるエネルギーシステム＜日本海ガス＞

 日本海ガス（富山県富山市）は、富山市が｢環境未来都市｣に選定されて以来、継続的に各種まちづくり
計画に参画。それらで培われた知見を活かし、公共交通沿線の低未利用地を整備する富山市のPPP※

（公民連携）事業のプロジェクトチーム（幹事会社：大和ハウスグループ）に参画し、災害対策機能を持つ住
宅公園を備えた分譲地開発に取り組んだ。 （※Public Private Partnership）

 災害に強く、レジリエントかつ街区全体での「ネット・ゼロ・エネルギータウン」を目指したシステムを実装。

 停電時のBCP対応として、マイクロコージェネ・太陽光発電・エネファーム・家庭用蓄電池等を組合せ電源の多
重化を実現。（2017年10月竣工）

日本海ガス 富山県富山市

需要家数 76,235件

従業員数 254名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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【類型①】コンパクトグリッド＜越後天然ガス＞

 越後天然ガス（新潟県新潟市）は、新潟市及び関東経産局など関係省庁・団体とのサポート
を得ながら新潟市秋葉区の官民10施設に、PVやコージェネを導入し、自営による配電線と熱
導管を敷設し、地産地消型の自営線マイクログリッドの構築を検討。

 本取組の実現により、エネルギーコストの削減及びCO2排出量の削減に寄与。

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工

越後天然ガス 新潟県新潟市

需要家数 35,380件

従業員数 39名
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【類型①】地域エネルギー事業（とっとり市民電力）＜鳥取ガス＞

 鳥取ガス（鳥取県鳥取市）は、鳥取市に働きかけ、地域新電力会社である「とっとり市民電力」
を共同出資により設立（2015年）。

 電力販売を通じた地域内資金循環を促進すべく、バイオマス発電や太陽光発電、小水力発電
など、様々な地産再エネ電源開発に着手。

鳥取ガス 鳥取県鳥取市

需要家数 22,108件

従業員数 56名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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【類型①】地域エネルギー事業（唐津パワーホールディングス）＜唐津ガス＞

 再生可能エネルギーを地元の産業として振興する市の政策に貢献すべく、再生可能エネルギー
中心の電気の地産地消を目指した地域エネルギー会社「唐津パワーホールディングス」を設立。

 唐津ガス（佐賀県唐津市）はその筆頭株主となり、地元企業への呼びかけや、公共施設への供
給に向けた地元行政への働きかけを行っている。

 唐津市と共に地域の再エネの地産地消による産業と雇用の創出を目指している。

唐津ガス 佐賀県唐津市

需要家数 9,736件

従業員数 27名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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【類型①】地域電力（小田原箱根エネルギーコンソーシアム）＜小田原ガス＞

 地域活性化をめざし、自然資源を活用したエネルギーを地産し、地域内で供給できる仕組みづく
りを目的に、小田原ガス（神奈川県小田原市）を中心とする４社で「小田原箱根エネルギーコ
ンソーシアム」を結成。

 小田原ガスがプラットフォームの役割を果たし、エネルギーの地産地消により生まれる利益を還元、
地域貢献を目指す取組。

出典：小田原箱根エネルギーコンソーシアムHP

小田原ガス 神奈川県小田原市

需要家数 42,149件

従業員数 88名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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【類型①】スマートコミュニティ＜釜石ガス＞

 釜石市と釜石ガス（岩手県釜石市）が官民連携したまちづくりの取り組みを行っている。
 釜石市は、東日本大震災からの復興に際し、「環境未来都市」を旗印に、スマートコミュニティ構

築に向けた検討を開始。
 釜石ガスは、釜石市のスマートコミュニティ基本計画の下、様々な形態の太陽光発電や公共施設

へのエネルギーマネジメントシステム、地域エネルギー管理システムの導入など、市が推進する主
な施策における釜石ガスの取り組みの成果や見えてきた課題などの知見を共有し、地域のガス事
業者としてまちづくりに深く関わった。

【地域における釜石ガスのスタンスと関わり度合い】

・社員のほぼ100％が地元出身者で、従来から官民問わず地元のイベントには
必ず関わりながら、62年間釜石市と共に事業を継続

・スマートコミュニティ導入PJといったエネルギー以外の取り組みにおいても、様々な
検討委員会のメンバーとして市政運営に参画

・「地域の発展なくしては、ガス事業の発展もない」ことを強く意識し、市政全般に
わたる総合的なパートナーとして取り組んでいる

⇒釜石市は、震災以降、復興基本計画(まちづくり)・環境未来都市構想・スマート
コミュニティ基本計画等、様々な上位計画を策定しているが、いずれにおいても
再エネの導入や天然ガスの推進、循環型社会の導入などが明記された。

⇒これらがすべて具体的に実現されているわけではないが、さまざまな施策のトライアルに
つながっており、知見の蓄積に結びついている。

⇒この他、釜石市との協力の事例として、同市への移住・就業者を対象とした新料金メ
ニュー「移住者応援割引（U&Iターン割）」を作成、2020年4月から適用

長い間の地域での中核
的な活動を通じ、地元
行政・市民に厚い信頼
感を構築。
「何かあれば頼ってもら
える」関係性を武器に
行政と一体となって
地域課題に取り組む。

⇓
行政の活動に刺さり込
むことの重要性

ポイント

釜石ガス 岩手県釜石市

需要家数 8,716件

従業員数 39名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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【類型②】行政・地域経済界との検討会、新ビジネス検討＜河内長野ガス＞

 河内長野ガス（大阪府河内長野市）は、メイン顧客層である開発団地における件数・パーメー
ター（お客さま1件あたりのガス販売量）の減少や、府内一進行する高齢化を踏まえ、「河内長野
市や当社グループの発展のために、当社グループはどのような地域貢献活動を行っていくべきか」等を
課題として認識し、河内長野市も巻き込んで市内有識者・産業界と検討委員会を発足した。

 そこでの検討結果を踏まえ、①空き家対策、②生活支援ビジネスについて、新規事業として検討中。

河内長野ガス 大阪府河内長野市

需要家数 24,744件

従業員数 45名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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【類型②】市街地活性化＜青森ガス＞

 青森ガス（青森県青森市）は、青森市の「コンパクトシティ構想」に端を発した地域活性化施策
に対して、電力・ガス・石油それぞれのエネルギーの優位性をうまく調和させながら「地域全体での
有効なエネルギー活用」に向けて活動を展開。

 青森市が1998、99年に策定した「コンパクトシティ構想」に基づく再開発事業の中で、エネルギー
の有効利用・レジリエンスの観点から、国の各種補助金を活用しつつ、他の地元エネルギー事業
者とも連携し、地域内の事業者としてまちづくりに深く関わる。

地域事業者が単体
で取り組むには規模
が大きい物件につい
ては、「餅は餅屋」的
発想でそれぞれのエ
ネルギーの利点を活
かしつつ地域内事業
者で取り組むことも
現実的な選択肢

ポイント【再開発物件において活用した各種補助金】

ホテル ・二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
ダンボール製造工場 ・天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補金
フィットネスジム ・二酸化炭素排出抑制対策事業等補助金

【災害に強い市庁舎づくり】

2020年1月から供用を開始した市庁舎の建て替えに際し、市役所本体のスリ
ム化に併せて、繁華街にある大規模なテナントビルを市で買い取り、市民窓口
が移設したことにより、市庁舎を機能別に2つに分化。
市長からの「災害に強い市役所を作りたい、災害に遭っても避難場所として絶
対にガスも電気も止まらないものをお願いしたい」との依頼を受け、市役所の強
靱化の検討に着手。今後はBEMS等の省エネマネジメントなど、地方ガス事業
者だけでは手に負えないところは周りのエネルギー事業者とともに取り組んで
いく。

青森ガス 青森県青森市

需要家数 20,697件

従業員数 48名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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【類型②】市街地再開発＜新発田ガス＞

 空洞化した市街地物件に対して、地域の経済界である商工会議所が主体となって、地権者のとり
まとめなどを進めている。今後、再開発検討の組織を立ち上げ、活動を展開予定。

 新発田ガス（新潟県新発田市）も、積極的に検討・活動に参画していく。

行政が関わりづらい案
件に対しては、地域の
地盤を活かし、「民民」
で進めることも効果的。
また、個社の営業色は
極力抑え、「商工会議
所」という地域経済全
体を見据えた枠組みで
の取り組みが奏功

ポイント

【市街地再開発に向けた取組】

新潟県新発田市では、人口流出・地域経済の停滞に伴い、中心市街地に大
規模空き家や空いた商業施設・元百貨店などが増加していた。地権者への折衝
などは行政が触れられない部分でもあることから、商工会議所としてその調整に動
いた結果、ようやく決着しつつある。今年に入って具体的に再開発事業をどうする
かという話が持ち上がり始め、今後は、隣地である新発田市役所とも連携し、エ
ネルギーの面的利用の可能性も視野に検討をしていく。

また、別の大規模空き家（元スーパー等）の解体が進み、大型の空き家・
空き地が数カ所にわたり出来始めたため、再開発事業に取り組んでいくことを
商工会議所で決定し、委員会を立ち上げ、関連する企業を巻き込み、2021年
春を目途に一つの方向性を出すことを視野に検討中。

新発田ガス 新潟県新発田市

需要家数 38,905件

従業員数 64名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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【類型②】空き家対策＜日高都市ガス＞

• 日高都市ガス（埼玉県日高市）は、空き家が進む造成団地を対象に、空き家管理サービス
（定期的な清掃・換気・庭木管理等）を行っている。

• 空き家＝ガス顧客の脱落という構図を新たな顧客獲得への機会とパラダイムシフトし、さらに将
来のリフォーム・不動産事業への展開も視野に検討していく。

• 空き家オーナー側は資産価値の維持につながり、ひいては長期的な地域価値の維持にも貢献。

日髙都市ガス 埼玉県日高市

需要家数 6,806件

従業員数 18名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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【類型②】 「こども食堂」＜越後天然ガス＞

 近年は共働きの家庭が増えている等の理由から、1人でご飯を食べる子どもが増加。

 越後天然ガス（新潟県新潟市）では、このような孤食の解決と子どもたちに地域との触れ合い
を深めてもらいたいという思いから、五泉市において子ども食堂の立ち上げを企画。同じ思いを持
つ地域の協力もあり、2018年12月に「五泉こども食堂」をオープン。

五泉こども食堂のしくみ

五泉こども食堂の運営は五泉こども食堂運営委

員会が行い、越後天然ガスは運営業務のサポー

トと五泉ショールームを開催場所として提供して

いる。また、料理に使う食材はフードバンク、新潟

県内でスーパーを展開している株式会社カワマツ、

地元の方々から提供を受けている。開催日は運

営委員会の方々だけではなく、多くのボランティアの

方に協力いただき、地域が一体となった取り組みと

なっている。

（出所） 越後天然ガスＨＰ

越後天然ガス 新潟県新潟市

需要家数 35,380件

従業員数 39名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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【類型②】暮らし・ビジネスの総合的サポート＜サーラエナジー(サーラグループ)＞

 サーラエナジー（愛知県豊橋市）は、都市ガス・LPガス事業を統合・再編し、新たに設立。

 サーラグループ全体の「地域の暮らしやビジネスを総合的にサポートする」というビジョンが通底して
おり、 「都市ガス」という単体エネルギー事業の観点を超えて、グループとして豊橋・浜松地域の社
会・経済・生活に関わりを持って事業を営む。

 地域資源の再価値化、持続可能性への対応の観点から、まちづくり事業も行っている。

私のまちにSALA、
暮らしとともにSALA

総合力を発揮し、
暮らしの新しい価値
を提供

【第4次中期経営計画】（抜粋）

（2030年ビジョン）

サーラエナジー 愛知県豊橋市

需要家数 236,484件

従業員数 319名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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【類型②】中心市街地活性化対策＜高岡ガス＞

 高岡ガス（富山県高岡市）は、高岡市、地元の有力企業と共同出資し、第三セクターのまち
づくり会社である 「末広開発株式会社」の経営に深く関与。

 中心市街地は転居による空き家が増えており、末広開発が中心となり古民家を住居・店舗に改
修したり、中心市街地にある旧百貨店の建物内にeスポーツ施設を設置したりするなどの取組を
行っている。

 特に古民家を飲食店に改修する際、最新ガス機器を設置することにより、ガス販売量拡大等も
見込む。

 同社は高岡名物の七夕祭りや市街地の様々なイベント企画・実行、公共施設の管理を引き受け
るなど、今後も活発に事業展開を予定。

高岡ガス 富山県高岡市

需要家数 14,492件

従業員数 33名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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【類型②】多様な事業多角化＜日本ガス（鹿児島）＞

 日本ガス(鹿児島県鹿児島市)は、「家計支出の中で日本ガスの占める割合を増やしていく」考
えにもとづき、社内組織に暮らしイノベーションチームを設置、駆け付けサービスやインハウスクリー
ニングサービスを考案・実施。

 事業の多角化に向けた取組として、アグリ事業、グループ会社を通してスポーツクラブ運営事業
などを行っており、県内の複数の指定管理施設において住民の健康づくり、スポーツ振興に寄与。

日本ガス 鹿児島県鹿児島市

需要家数 147,617件

従業員数 198名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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【類型③】地域内異業種との事業連携＜日本海ガス・鳥取ガス＞

 地域内のベンチャー企業への支援やこれまであまり連携してこなかった地域内事業者への業務委
託など、地域経済循環を強く意識した取組が行われている。

【ベンチャー企業の支援】

◎日本海ガス絆HDグループにおける新たな事
業の創出と育成を行う会社として「株式会
社日本海ラボ」を設立し事業開始。

◎地方発の新たなビジネスの創出と新規事業
へ進出する起業家支援の一環として、広くビ
ジネスプランを発表する場となる「第1回ビジ
ネスプランコンテスト」を開催（2020年9月、
200名、19チームが参加）。参加した全
チームに日本海ガス社員が「メンター」としてつ
くことで、社員の成長と新規事業開発に対す
る意識醸成もねらう。また、優秀なビジネスプ
ランについては出資も検討し、事業領域の拡
大へとつなげる。

◎インキュベーション施設「HATCH（ハッチ）」
を開設。

【地元金融機関と提携した新規顧客開発】

◎地元の金融機関と協力して電気・ガスの需
要開拓を実施。金融機関の信用力・顧客
網を活用し、獲得件数を着実に伸ばすとと
もに、金融機関にとっても新規設備投資への
融資につながるなど、双方で地域需要の掘り
起こしを行っている。

日本海ガス（富山県富山市） 鳥取ガス（鳥取県鳥取市）

日本海ガス 富山県富山市

需要家数 76,235件

従業員数 254名

鳥取ガス 鳥取県鳥取市

需要家数 22,108件

従業員数 56名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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【類型③】他業種企業と連携した多角化＜名張近鉄ガス＞

• 名張近鉄ガス(三重県名張市)は、2002年に大阪ガスの出資を受け、関係会社となった。

• 関係会社の強み・メリットを活かし、他の関係会社と連携し、地域住民サービスを展開中。

• トップダウンでなく社員の呼び掛けにより、新規事業や既存ガス事業の改善等を話し合う社内WG
を複数作り、社長を交えて様々な検討を行っている。その結果、生活関連サービスなど新規事業
を考案しスタートさせた。
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大阪ガス

地元ケーブル
TV事業者

子会社
(ソバーニ)

共同出資

共同出資

名張近鉄ガス 大阪ガス セキュリティ
サービス（OSS）

業務委託
（コールセンター）

・高齢者向け緊急通報
サービスを展開

・その他 生活デリバリー、
庭木剪定 などを行う

【大阪ガスのグループ会社として緊密に連携し、地域密着の多角化を実施】

〇関係会社がタイアップし、緊急通報・高齢者向け健康
相談・生活デリバリー（家電販売・据付）等を実施。

〇「顔の見える街の便利屋さん」が目指すイメージ。

〇将来的に、行政サービスの下請けとして受注すべく、

入札参加も視野。

＊社員の人材育成を大阪ガス本体から受けられることも
関係会社であることの強みの一つ。また、大阪ガスの電
気の取り次ぎ販売も実施中。

名張近鉄ガス 三重県名張市

需要家数 15,407件

従業員数 45名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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【類型③】地域内M＆A＜九州ガス＞

 九州ガス（長崎県諫早市）は、2014年にホールディングスを設立し、都市ガス・LPガス事業を
統合した。また、取り組む主要事業を、ガス事業の発展に密接に関わる分野として①エネルギー、
②建設、③不動産と位置づけるとともに、地域で事業を行う上記業種企業を積極的にM&Aす
ることを通じて、「経済を地域の中で回していく」ことを目指す。

【九州ガスグループの組織】 【ビジョン・事業】

『エネルギー事業を基盤として地域に根差した事業を展開し、
お客様に「感動」を与えられる企業を目指す』

地域内経済循環

不動産

建設

エネル

ギー

地
域
内
Ｍ
＆
Ａ
の
推
進

⇒

地
域
事
業
が
事
業
継
承

等
で
地
域
外
に
漏
れ
出

る
こ
と
を
食
い
止
め

九

州

ガ

ス

HD

九州ガス

小浜ガス

ＬＰガス

建設・不動産事業

九州ガス 長崎県諫早市

需要家数 49,051件

従業員数 116名

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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【類型③】地域のガス体エネルギーの一体経営

 地方都市では人口減に加えて後継者不足等の問題から、LPガス事業者の廃業が続いているが、
その継承先として地元の都市ガス事業者がその事業を継承し、都市ガスとLPガス一体となった経
営を進める事例が増えてきている。

【都市ガス・LPガスを一体で経営する意義(地域経済循環効果以外)】
・都市ガス・LPガス共通業務・要員統合による効率化
・顧客サービスの充実化

【LPG事業者数の推移】 ※全国LPガス協会調査
2007年 24,622事業者 ⇒ 2016年 19,514事業者（10年間で2割強の減少）

地元LPガス
事業者

大手LPガス
事業者

エネルギー代金・雇用の
地域外流出

地元都市
ガス事業者

エネルギー代金・雇用の
地域内循環

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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【類型④】デジタル活用：データ活用経営の推進＜複数事業者＞

• 日本海ガス・日本ガス・角栄ガス・小田原ガス等は、株式会社ＧＤＮ（2020年7月に設立）に
参画し、データを活用した経営の推進に取り組んでいる。

• ＧＤＮがＤＸコンサルティングサービスを提供することで、参画事業者は「IT人材の確保」「保有
データの分析・活用」「AIの活用」「プラットフォームサービスの構築」などが可能となる。また、デジタル
リソースを複数の事業者で共有することで、１社単独でデジタル化を進める場合と比べ、コスト
負担を軽減可能となる。

• また、参画事業者がＧＤＮに自社社員を派遣し、データ活用業務やイノベーション活動の経験を
積むことで、将来、社内で活躍する変革リーダーを育成することも期待できる。

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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【類型④】地方創生SDGsコンソーシアムへの参画＜長野県都市ガス5社＞

 「SDGs未来都市」を標榜する長野県が県内企業にSDGsを浸透させるべく、関東経済産業局
の協力支援を得て創設したコンソーシアムに県内ガス事業者が足並みを揃えて参画し、いち早く
取り組みを展開。

 上記コンソーシアムへの参画を契機に、地方ガス事業の持続可能性とSDGsとの密接関連性を強
く認識。企業がSDGsへ取り組む意義を整理し、取組過程や社員同士の勉強会を通じ、社内に
SDGsマインドを浸透させ、天然ガスの普及拡大や地域貢献など地域に根ざすガス事業者としての
活動に活用していく。

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋・加工
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【類型④】ライフサービスプラットフォーム＜東邦ガス＞

 東邦ガス（愛知県名古屋市）は、家庭向けにエネルギー以外のくらしまわりサービスを提供するラ
イフサービスプラットフォームとして、ECサイト「ASMITAS（アスミタス）」※ を立ち上げ、各種
サービスをワンストップで提供。 ※自社や提携企業の商品・サービスをインターネットで販売する独自運営のウェブサイト

 都市ガスの顧客のみならず、地域の顧客への接点機会をデジタルによって強化することがねらい。

 今後は、地域情報の発信や地域特有の社会課題解決等、事業者・地域の枠を超えた展開に
より、各地域の顧客に新たな価値を提供することを志向。

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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地方ガス事業者をサポートする仕組みの構築(日本ガス協会)

 日本ガス協会では、地方ガス事業者のサポートを目的とし、2019年に「地方ユニット」を創設し、
支部組織である地方部会（全国7か所）から会員事業者の課題把握、解決策を検討する仕
組みを構築。

 定期的な会議の開催や意見交換の実施により、地方創生の必要性の共有、地方ガス事業者が
抱える課題の吸い上げを行っている。

 これまで事例の共有・課題の共有の場の提供をはじめ、技術や経験の水平展開、PRツールの配
布等を実施。

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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地方ガス事業者をサポートする日本ガス協会の取組
令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
日本ガス協会説明資料より抜粋
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機運の醸成
課題・方向性の整理

事前調査
概要検討

計画策定
詳細検討

設備導入等 事業開始～

 各省庁の施策はSTEP1以降に集中。一方、多くの地域はSTEP０にいるため、立ち上がり段階
の支援強化（STEP0支援）により、STEP1につなげる事が重要

【経】省エネルギー投資促進に向けた支援等補助金

【総】分散型エネルギーインフラプロジェクト

【経】地熱発電の資源量調査・理解促進事業

【経】水力発電の導入促進のための事業費補助金

【環】CO2削減ポテンシャル診断推進事業

【環】設備の高効率化改修支援事業

【環】地域の防災・減災と低炭素
化を同時実現する自立・分散型

エネルギー等導入推進事業

【経、環】 ZEB/ZEH化実証事業

【環】脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業

【経、環】その他導入
補助金多数

【環】地域低炭素化推進事業
体設置モデル事業

【環】廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業

関東経済産業局における地域エネルギー振興（主な支援段階）

＜地域の現状＞
・エネルギーの知識がない
・人材が足りない
・誰に相談してよいかわからない
・庁内の優先順位が低い など

【環】再エネ等を活用した水素社会推進事業

【経】生産設備におけるエネルギー使用合理化等
事業者支援事業費補助金

立ち上がりの
支援が
十分でない

当局の支援で
STEP１へ！

各省庁の施策（令和2年度）

【経】地域の系統線を活用したエネルギー面的利用事業費補助金

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
関東経済産業局説明資料より抜粋
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関東経済産業局における地域エネルギー振興（支援概要）

 基礎自治体や企業等が、エネルギーを活用して、持続可能な地域づくり（地域課題解決、地域
価値向上等）を目指す取組に対し、立ち上がり段階から伴走型で支援

 関係省庁、関係団体、有識者とのネットワークの強みを活かし、地域エネルギー振興に関するワン
ストップ窓口として、様々なオーダーに対応

 一般的な相談から有識者派遣、各省庁の施策活用提案などにより、案件作りを支援

 当局取組は経済産業本省と連携するとともに、他の地方経済産業局にも発信中

関係団体

本省・関係省庁

有識者

✔地域課題の整理
✔取組の方向性を検討
✔有識者の紹介・派遣

✔地域の連携体制構築
✔計画・ビジョン策定
✔施策活用の提案

基礎自治体

企業等

令和3年1月28日
第5回2050年に向けたガス事業の在り方研究会
関東経済産業局説明資料より抜粋
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１．はじめに

２．天然ガス・ガス事業の現状

３．脱炭素化に資するガスの役割と取組

４．高いレジリエンスに資するガスの役割と取組

５．総合エネルギー企業としてのガス事業者の役割と取組

６．地域課題解決に資するガス事業者の役割と取組

７．まとめ



脱炭素化に資するガスの役割①

 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、脱炭素・低炭素、レジリエンス強化、経営基盤強化に関する課題
や、求められるガスの役割及びその解決に向けた方向性や取組を「中間とりまとめ」として整理し、官民で進め
ることを目指す。

 ガスの強みを踏まえれば、ガスは次のような役割を担うと考えられる。
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＜１．熱の利用＞

 我が国の産業・民生部門におけるエネルギー消費量の約6割は熱であり、電力より多い。特に産業分野においては、電化
による対応が難しい高温域も存在しており、ガスがこの分野を支えていくことが考えられる。ガスの脱炭素化により熱の脱
炭素化に大きく貢献できる。

 また、ガスは需要地で熱に変換するため、電気で熱を製造する場合に比べエネルギー効率が高い。ガスコージェネレーショ
ンシステムを活用すれば熱と電気の両方を利用することができる。熱を有効活用した分散型エネルギーシステムの推進に
おいてガスは役割を果たす。

 水素の直接利用が一層拡大し、CO2の減少により合成メタンが減少する可能性もある。あらゆる選択肢を追求する観
点から、ガスの役割として水素を活用した産業用の熱利用を開発していくことが必要と考えられる。

 民生部門の熱需要については、当分の間、天然ガス供給が役割を果たしつつ、ガスの脱炭素化を進めることにより、熱の
脱炭素化に資すると考えられる。他方、電力との代替可能性があり、合成メタン等のカーボンニュートラルガスと脱炭素化
された電力の価格差がある場合等に、ガスではなく電力が選択される可能性があることに留意が必要。また、民生部門の
熱需要において水素の直接利用を拡大するには、既存インフラをどのように活用して水素等を供給するか等、制度面・技
術面・コスト面・安全面の動向等を踏まえつつ、継続的な検討が必要。

脱炭素化に資するガスの役割



脱炭素化に資するガスの役割②

＜２．需要家のCO2削減＞

 天然ガスは化石燃料の中でCO2排出量が少ない。

 石炭・石油等から天然ガスへの燃料転換によりCO2排出量の削減に繋がるため、トランジション期の低炭素化に貢献でき
る。

 DACCS等の炭素除去（ネガティブエミッション）技術が当面は高コストであることを鑑みれば、トランジション期は需要
家のCO2排出量を徹底的に削減することが必要不可欠。自家用発電設備や船舶などの燃料の転換や、総合エネル
ギー効率の高いガスコージェネの活用によるCO2排出削減にガスは大きな役割を果たす。また、需要家が利用するガス
機器から排出されるCO2を分離・回収して利用するCCUSも、需要家のCO2吸収に有効。

 合成メタン等のカーボンニュートラルガスの活用を通じてガスの脱炭素化を図ることにより、ガスの需要家の既存設備を活
用して需要家のカーボンニュートラル化に貢献できる。

 水素利用拡大を見据え、産業部門をはじめとする熱分野での水素利用技術を開発する場合、これまで培ってきた、需要
家と一緒になって天然ガス機器を開発してきた経験、ガス体エネルギーを扱って培われたノウハウ、需要家との近さといっ
たガス事業の強みを活かせば、需要家の水素活用拡大において主体的な役割を果たせると考えられる。需要家の水素
活用拡大を官民一体となって強力に進めることにより、脱炭素化が進む中においても、我が国の産業競争力の強化に貢
献できる。
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脱炭素化に資するガスの役割（続き）



脱炭素化に資するガスの役割③

＜３．再生可能エネルギーの調整力＞

 電力部門の脱炭素化を進める上で再生可能エネルギー等の最大限活用が検討されているが、再生可能エネルギーは
自然条件によって出力が変動するため、需要と供給を一致させる調整力の確保が必要。

 既に地域において再生可能エネルギーとガスコージェネレーションを組み合わせ、デジタル技術を活用した出力変動調整の
実証が行われており、ガスは地域における再生可能エネルギーの調整力となることが期待できる（熱の有効利用も期待
できる。）。

 地域において、再生可能エネルギーとその調整力であるガスコージェネレーションといった複数の供給力を持つことで、分散型
エネルギーシステムが拡がり、地域のレジリエンス向上に繋がる。

 また、将来的に再生可能エネルギーの余剰電力から水素を製造し、合成メタンや水素直接利用等を通じて電力の貯
蔵・活用に繋げていくことも考えられる。

＜４．再生可能エネルギー以外の電力の脱炭素化の担い手＞

 電力部門の脱炭素化を進める上で、再生可能エネルギー以外の選択肢として、CCUS火力や水素発電、アンモニア発
電などが考えられているが、これらの発電はガス体エネルギーによる発電であるため、その担い手としてガスの役割があると
考えられる。
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脱炭素化に資するガスの役割（続き）



高いレジリエンスに資するガスの役割

 ガスは導管が埋設されていることから風雨の影響を受けにくく、大部分は耐震性も備え、継続的な耐震性向上の取組
も行われている。台風等による被害もガスは電力等に比べて極めて限定的。

 エネルギー供給において、エネルギー源の多様化や原料調達の多様化を図るとともに、送配電網に加えてガス供給網も
含めたエネルギーネットワークの多様性を確保すること及びそれらの強靭化を図ることが、我が国におけるレジリエンス強
化に資する。

 ガスコージェネレーション等による分散型エネルギーシステムにより、地域のレジリエンス強化が期待できる。

 ガスの脱炭素化を図ることにより、既存インフラを活用してカーボンニュートラルな都市ガスを供給することができる。デジタ
ル技術を活用すれば更に高いレジリエンスも見込まれる。これらの取組を通じてガスの供給高度化を図ることにより、低炭
素化・脱炭素化が進む中においても、既存インフラの活用を通じて、国民負担を抑制しつつ、引き続き高いレジリエンス
を維持・向上することができる。

 また、分散型エネルギーシステムの中で、デジタル技術を活用しつつ、再生可能エネルギーの余剰電力から水素や合成メ
タンを製造し、電力を貯蔵・活用する(Power to Gas、 PtoG)とともに、ガスコージェネレーションによる発電（＋熱の利
用）を行う (Gas to Power、GtoP)ことにより、再生可能エネルギーの平時の課題（出力変動、出力制御）を解決し、
非常時の課題（需給逼迫、停電）にも備えることができる。このため、再生可能エネルギーの主力電源化の進展に合
わせて、分散型エネルギーシステムの中で、電気・ガスのデータ連携によりPtoGとGtoPを適切に行い需給の最適化を
図りながら、電気とガスの融合（セクターカップリング）を目指すことが、我が国の更なるレジリエンス強化に資すると考
えられる。また、ガスコージェネレーションの大型化のニーズが今後高まる可能性がある。

 (新設する)中低圧導管での水素供給は現行のガス技術基準での適合が確認されており、高いレジリエンスを維持・向
上しつつ、ローカルエリアでの将来の水素直接利用を期待することができる。
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総合エネルギー企業としてのガス事業者の役割

 エネルギーシステム改革により、ガス事業者をはじめとするエネルギー関係企業が相互に市場参入を行える環境が整備さ
れ、それぞれの強みを基礎にして効率性や付加価値の高いサービスの供給を競争しながら新たな需要を獲得していくこと
で、様々なエネルギー供給サービスを行う総合エネルギー企業へと発展していくことを促し、事業の多角化による収益源
の拡大や、事業分野毎に重複して保有されていた設備・事業部等の集約化等を可能とする。これにより、総合エネル
ギー企業は、経営基盤の強化を進め、活発な競争を勝ち抜くための新たな投資を積極的に推進していく主体となるとと
もに、異分野から参入してきた新規事業者との競争や連携を通じて、産業全体の効率性の向上や新たな市場の開拓を
進め、我が国の経済成長を牽引していくことが期待される。

 また、エネルギーに関わる様々な事業を行う運営能力や経営基盤を強化した総合エネルギー企業は、エネルギー需要が
拡大する国際市場を開拓していく役割を担っていくことも考えられる。

 こうした中、燃料調達やトレーディング、海外IPP事業やデジタル技術を活用した新事業を含む多様な分野で内外の企
業間連携が進みつつある。こうした新たな連携や総合エネルギー企業化に向けた取組を通じた競争力強化や国際展開
が更に進んでいくことが期待される。

 世界に先駆けてLNGを本格的に利用してきた我が国の経験と整備されたインフラは、アジアの国々が今後LNGの利用
を拡大していく際に共有できる資産として活用できる可能性がある。アジアの国々が、LNGの導入を進めるための制度や
インフラの整備を進めていく際、我が国が、上流も含めたLNGサプライチェーン整備へのファイナンス・技術協力を行うことや、
貯蔵施設を活用した仲介事業を行うことで、アジアのLNG導入国が効率的に新たなエネルギー供給構造を構築してい
くことを支援することが可能であり、そのような役割が期待される。

 加えて、カーボンニュートラルに向けた国内外の動向等を踏まえれば、ガス事業者は、上流においても中下流においても脱
炭素化に向けた取組が求められている。このため、ガス事業者は、これまで培ってきたLNGバリューチェーンにおける強み
を活かしながら、必要に応じて他の事業者等と連携しつつ、国内外で、天然ガスの利用拡大を通じた低炭素化に貢献す
るとともに、合成メタン等カーボンニュートラルガスの導入による脱炭素化に積極的に取り組む役割が期待される。
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地域課題解決に資するガス事業者の役割

 人口減少・少子高齢化の時代において、地方における地域社会の担い手が減少し、地域経済が縮小している。また、
地域の魅力・活力が損なわれ、生活サービスの維持が困難になるおそれがある。

 ガス事業者は、ほとんどが地域に根ざしており、安定供給の実績と着実な保安の実施により地域での高い信頼を得てい
る。ガス供給のみならず、電力等も含め地域の需要家が必要とするエネルギーやサービスを提供するとともに、脱炭素化
やまちづくりといったその地域の様々な社会課題に自治体や地域企業と一体となって取り組み、地方創生やSDGs(持
続可能な開発目標)に貢献することが期待される。

 また、分散型エネルギーシステムの中で、デジタル技術を活用しつつ、再生可能エネルギーの余剰電力から水素や合成メ
タンを製造し、電力を貯蔵・活用する(Power to Gas、 PtoG)とともに、ガスコージェネレーションによる発電（＋熱の利
用）もする (Gas to Power、GtoP)ことにより、再生可能エネルギーの平時の課題（出力変動、出力制御）を解決し、
非常時の課題（需給逼迫、停電）にも備えることができる。このため、再生可能エネルギーの主力電源化の進展に合
わせて、分散型エネルギーシステムの中で、電気・ガスのデータ連携によりPtoGとGtoPを適切に行い需給の最適化を
図りながら、電気とガスの融合（セクターカップリング）を目指すことが、我が国の更なるレジリエンス強化に資する。こ
の実現に向けて、地方ガス事業者は大きなポテンシャルを有していると考えられる。

 このような取組、あるいは水素やバイオガス等地域資源を活用した脱炭素化に資する取組を通じて、地方における脱
炭素化の担い手となることが期待される。

 これらの期待に応えることにより、結果として各事業者の経営基盤の強化に資するとともに、地方における脱炭素化を進
めるためのエネルギー供給者としての役割を果たすことができると考えられる。
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ガスの主な役割（イメージ）
ガスの役割

レジリエンス

脱
炭
素
化

電力

再エネの調整力

産業部門
民生部門
運輸部門
（非電力）

ガスの形態

現在 2030 2050 今世紀後半

再エネ以外の
電力の

脱炭素化の
担い手

熱の利用
高温域の熱需要

熱電併給
ガス供給
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（ガス体の変遷イメージ）

需要家の
CO2削減

将来については相当程度の不確実性があることに留意が必要。

※１ CN-LNG：クレジットを活用してカーボンニュートラル（CN）と見なせるもの。ただし、CNを取り巻く状況の変化によりCNとみなされなくなる可能性もあることに留意。
※２ 水素とCO2からメタンを合成する技術。水素化の一つ。

天然ガス

水素・アンモニア専焼発電

燃料転換
（合成メタン）

熱電併給・ガス供給
（合成メタン）

燃料転換
（石炭→天然ガス）

熱電併給・ガス供給
（天然ガス）

火力＋CCUS
火力への水素・アンモニア混焼発電

燃料転換
（天然ガス＋CCUS、CN-LNG）

熱電併給・ガス供給
（天然ガス＋CCUS、CN-LNG）

※3 民生部門の熱需要におけるガス供給は電力との代替可能性あり。また、水素を既存の大規模ネット
ワークを活用して供給するには制度面・技術面・コスト面・安全面の動向等を踏まえた検討が必要。

天然ガス＋CCUS
CN-LNG※1

燃料転換※2

（水素・アンモニア）
•水素バーナー・水素ボイラー等

熱電併給・ガス供給※3

（水素）
•水素コージェネや燃料電池

（当初湾岸部中心。徐々に供給網拡大）

メタネーション※2による
合成メタン

水素直接利用・アンモニア

※2 既に活用されている副生水素は除く。

再エネ
＋ガスコージェネ

（天然ガス）
再エネ

＋水素コージェネ

再エネ
＋CNガスコージェネ

天然ガス＋CCUS
CN-LNG

再エネ
＋CNガスコージェネ

（合成メタン）

高いレジリエンスの維持・向上
（分散型エネルギーシステムの推進、デジタル技術の活用）
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 ガスの役割を踏まえ、以下のような主な課題、対応の方向性、具体的な取組が考えら
れる。

ガスの役割を果たすための取組（1/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

脱炭素化に
資するガスの
役割

全体  ガスの脱炭素化（合成
メタン等のカーボンニュート
ラルガスの導入促進）

 ガスの脱炭素化に資す
る熱量制度の整備

 CO2排出量のカウント
の整理

熱の有効利用に資す
る分散型エネルギーシ
ステムの推進

 （官）ガスの脱炭素化に資する制度
の整備

（官民）カーボンニュートラルガスの導
入促進に向けた取組の推進

 （民）低熱量のカーボンニュートラル
ガスの比率増加を踏まえた熱量引
き下げ

 （官）カーボンニュートラルに資する
CO2排出量のカウントの整理

 （官民）再生可能エネルギー、熱を
有効活用したガスコジェネ、VPPを
はじめとしたデジタル技術等を活用
した分散型エネルギーシステム（エネ

ルギーの面的利用）の推進

 （官）ガスの脱炭素化に資する制度の検
討（例えばエネルギー供給構造高度化法へ

の位置づけ等）
（官民）カーボンニュートラルガスの導入
促進に向けた他業種も含めた官民での
検討体制の整備

 （官）標準熱量引き下げに向けた準備・
検討（技術動向等を踏まえた見直しを含む。
ガス事業制度検討WG）

 （官）カーボンプライシングの議論も踏ま
えたクレジットのあり方の検討、カーボン
ニュートラルに資するCO2排出量のカウ
ントの整理の検討

 （官民）再生可能エネルギー、熱を有効
活用したガスコジェネ、VPPをはじめとし
たデジタル技術等を活用した分散型エ
ネルギーシステムについて、ガス事業者
自らの主体的な取組や、同業種・他業
種・金融等との連携、先進事例支援
(地方自治体との連携など成功事例の横展開

(日本ガス協会)、モデル実証等)による推進
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ガスの役割を果たすための取組（2/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

脱炭素化に
資するガスの
役割

メタネーショ
ン

設備の大型化、更なる
イノベーション

安価な水素・CO2の
調達

 （民）社会実装に向けた技術開発
（官）技術開発支援

 （官民）海外サプライチェーンの構築に
向けた取組の推進

 （民）安価な水素製造の技術開発

 （官民）NEDO事業等の活用による
技術開発の促進、実証事業の実施

 （官民）水素・CO2調達も見据えた
資源開発等海外事業の多角化・連
携の検討
（官民）海外サプライチェーン構築のた
めのFS調査・実証の検討

 （民）水電解装置の低コスト化など研
究開発の促進

カーボン
ニュートラ
ルLNG
（CNL）

 クレジット付きLNG
(カーボンニュートラルLNG、

CNL)の導入促進

 （民）CNLの導入促進に向けた取組
の推進

 （民）ガス事業者・民間団体等による
CNLの社会的価値向上に向けた取
組の推進

天然ガス
＋
CCS/CC
U

 CCSの実施場所の確
保

 CCUSの技術開発

 （官）CCSの適地選定

 （官民）CCUS技術開発の推進

 （官）国内外のCCS適地の確保に向
けた検討（石油・天然ガス小委員会）

（官）上流開発時のCCSを促進する
制度等を検討（石油・天然ガス小委員
会）

 （民）需要家側でのCCUS事業の実
用化に向けた技術開発の促進
（官民）NEDO事業等の活用による
技術開発支援、実証事業の実施

DACCS  DACの技術開発  （官民）DAC技術開発支援  （官民）NEDO事業等の活用による
技術開発の促進
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ガスの役割を果たすための取組（3/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

脱炭素化に
資するガスの
役割

水素直接
利用

安価な水素供給

需要側機器等での対
応

国内輸送・貯蔵のため
のインフラ整備

 （官民）国内外の水素サプライチェーン
の構築・大型化等

 （官民）水素の燃焼特性等に対応し
た機器の社会実装

 （官民）費用対効果の高いエリア等で
の水素専用導管の整備等

 （官民）水電解装置の大型化等のた
めの技術開発を通じた低コスト化

 （官民）国際水素サプライチェーン構
築のための技術開発・実証
（官民）水素発電や水素バーナー等
の実装に向けた技術開発等

 （民）地域におけるポテンシャル可能
性調査等の実施、適地・事業者の
選定（地方ガス事業者の参画）、モデ
ル事業の検討

バイオガス  バイオガスの導入促進  （民）自治体・民間事業者等との連
携の推進、地域資源活用の可能性
の把握

 （民）ガス事業者自らの主体的な取
組の推進、日本ガス協会等による積
極的な支援（地域におけるポテンシャル
可能性調査等の実施）
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ガスの役割を果たすための取組（4/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

脱炭素化に
資するガスの
役割

トランジショ
ンにおける
燃料転換

産業部門の需要家等
の熱需要の脱炭素化

 （官民）熱需要の脱炭素化に向けて
徹底的なCO2削減を行うため、石
炭・石油等から天然ガスへの燃料転
換の推進（ガスの脱炭素化も推進）

 （官民）石炭・石油等から天然ガスへ
の燃料転換の推進(LNGバンカリング含

む)、高効率ガスコジェネ等導入支援
 （官民）トランジション・ファイナンスの促

進とロードマップの策定
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ガスの役割を果たすための取組（5/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

高いレジリエ
ンスに資する
ガスの役割

電気・ガス
の安定供給

電気・ガスの安定供給
に資する燃料の確保

 ガスインフラの整備

 （官民）緊急時も含めたLNGの安定
供給確保

 （官民）ガスインフラの強靱性の向上

 （官民）LNG在庫の急激な減少等緊
急時のLNG安定供給確保策の検討

 （官民）ガスインフラの強靱性向上に向
けた取組の推進

デジタル化  スマートメーターの普及

保安の高度化

 （官民）スマートメーターの導入・普及

 （官民）スマート保安の取組の推進

 （官民）ガス・電気等の共同検針のた
めの仕様の標準化等の検討（次世代
スマートメーター制度検討会、共同検針IF会

議）、デジタルを活用した新サービス等
の検討

 （官民）保安におけるデジタル技術の活
用の検討(スマート保安官民協議会)

分散型エ
ネルギーシ
ステム

分散型エネルギーシス
テムの推進

 （官民）再生可能エネルギー、ガスコ
ジェネ、VPPをはじめとしたデジタル技
術等を活用した分散型エネルギーシ
ステム(エネルギーの面的利用)の推進

 （官民）コンパクトシティ政策や地域
熱供給事業、コミュニティーガス事業
等と連携したスマートシティの実現

 （民）自治体・民間事業者等との連
携の推進

 （官民）再生可能エネルギー、ガスコ
ジェネ、VPPをはじめとしたデジタル技術
等を活用した分散型エネルギーシステ
ムについて、ガス事業者自らの主体的
な取組や、同業種・他業種・金融等と
の連携、先進事例支援(地方自治体と
の連携など成功事例の横展開(日本ガス協

会)、モデル実証等)による推進
 （官）国土強靭化の観点からのガスコ

ジェネ等導入支援

電気・ガス
の融合

 セクターカップリングの推
進

 （官民）地域での再エネ主力電源化
に伴い、電気・ガスのデータ連携によ
るPtoG（Power to Gas）とGtoP
（Gas to Power）の需給の最適化
を通じたセクターカップリングの促進

 （官民）PtoGを実現するための合成メ
タンや水素製造等の技術開発、GtoP
を実現するための分散型エネルギーシス
テムの推進（ガスコージェネの大規模化）

 （官）セクターカップリングの導入推進策
等の検討
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ガスの役割を果たすための取組（6/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

総合エネル
ギー企業とし
てのガス事業
者の役割

総合エネル
ギー企業化

国内外への事業展開
の更なる促進

 （民）新たな市場の開拓や様々なエネ
ルギー供給サービスの実施など総合エ
ネルギー企業としての国内外への展
開

 （官）LNGサプライチェーンにおける取
組を促進する環境整備

 （民）LNGサプライチェーンにおける取
組（調達先の多様化、トレーディング、
LNG取引の最適化、海外エネルギーサービ
ス事業の展開、連携、デジタルを活用した

新たなサービスなど）の推進
 （官）LNGサプライチェーンにおける取

組を促進する環境整備
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ガスの役割を果たすための取組（7/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

地域課題解
決に資する
ガス事業者
の役割

地域にお
ける脱炭
素化・低
炭素化

地域資源を活用した地域
の脱炭素化（エネルギーの地
産地消）

脱炭素化技術の地方展
開

地域におけるセクターカップ
リングの推進

 トランジションにおける地域
の熱需要のCO2削減

 （民）自治体・民間事業者等との連
携の推進、地域資源(水素、バイオガ

ス)の可能性の把握を踏まえた活用
の推進

 （民）大手ガス事業者や日本ガス
協会による脱炭素技術の地方展
開の推進

 （官民）地域での再エネ主力電源
化に伴うセクターカップリングの促進

 （官民）石炭・石油等から天然ガス
への燃料転換の推進

 （民）ガス事業者自らの主体的な
取組の推進（再エネ・水素等の積極

的な取組）、日本ガス協会等によ
る積極的な支援（地域におけるポテ

ンシャル可能性調査等の実施）、同
業種・他業種・金融・自治体との
連携

 （官民）石炭・石油等から天然ガス
への燃料転換の推進、高効率ガ
スコジェネ等導入支援

ガス事業
者の経営
基盤強化

電気・ガスの両事業に取り
組むなど経営の多角化

 デジタル技術の活用
同業種・他業種・金融・自

治体等ステークホルダーとの
連携

地域社会の課題解決への
貢献

 （民）電気・ガスの両事業に取り組
むことで地域に貢献するなど経営の
多角化の促進

 （民）デジタル技術活用の促進
 （民）同業種・他業種・金融・自治

体等ステークホルダーとの連携の促
進

 （民）地域社会の課題解決に関す
る取組への参画

 （民）ガス事業者自らの主体的な
取組の推進
 電気・LPガスや関連サービスなど

経営多角化の推進
 業務効率化や新サービス創出に

資するデジタル技術の活用
 同業種・他業種との連携
 脱炭素化やまちづくりといった地域

社会の課題解決に関する自治
体・金融等との連携

 （官民）日本ガス協会・経済産業
局等による積極的な支援（地方自
治体との連携など成功事例の横展開、
伴走型支援等）
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（参考）

委員名簿、開催実績
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2050年に向けたガス事業の在り方研究会 委員名簿

座長

山内 弘隆 一橋大学大学院経営管理研究科 特任教授

委員

秋元 圭吾 公益財団法人地球環境産業技術研究機構 システム研究グループ グループリーダー

上田 絵理 株式会社日本政策投資銀行産業調査部 産業調査ソリューション室 課長

柏木 孝夫 東京工業大学 特命教授

橘川 武郎 国際大学大学院国際経営学研究科 教授

柴田 善朗 一般財団法人日本エネルギー経済研究所 研究主幹

林 泰弘 早稲田大学大学院先進理工研究科 教授

又吉 由香 みずほ証券株式会社 グローバル戦略部 上級研究員

松村 敏弘 東京大学社会科学研究所 教授

吉高 まり 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 経営企画部 副部長
プリンシパル・サステナビリティ・ストラテジスト

（以上敬称略）
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2050年に向けたガス事業の在り方研究会 オブザーバー①

広瀬 道明 一般社団法人日本ガス協会 会長 ①⑦

沢田 聡 一般社団法人日本ガス協会 専務理事 ①～⑦

籔内 雅幸 一般社団法人日本コミュニティーガス協会 専務理事 ⑤

木原 茂 一般社団法人日本熱供給事業協会長期ビジョンＷＧ 座長 ⑤

松井 毅 大阪ガス株式会社 副社長執行役員 ⑦

田坂 隆之 大阪ガス株式会社 取締役 常務執行役員 ②③

原 正樹 小田原ガス株式会社 代表取締役社長 ⑤

奥田 久栄 株式会社JERA 取締役常務執行役員 経営企画本部長 ③④

吉村 健二 川崎重工業株式会社 技術開発本部 水素チェーン開発センター プロジェクト開発部長

兼 プロジェクト営業部 副部長 ②

鳥居 裕 サーラエナジー株式会社 代表取締役社長 ⑤

三好 徳弘 住友化学株式会社 常務執行役員 ④

河本 祐作 中外炉工業株式会社プラント事業本部サーモシステム事業部バーナ開発推進部長 ④

寺町 浩二 電気事業連合会 企画部長 ②③⑤～⑦

杉村 英市 電気事業連合会 技術開発部長 ④

岸野 寛 東京ガス株式会社 専務執行役員 ②③⑦

山碕 聡志 東邦ガス株式会社 常務執行役員 ⑦

和田 眞治 日本瓦斯株式会社 代表取締役社長執行役員 ⑤

山本 英貴 三浦工業株式会社 ＦＣ開発統括部長 新事業開発部長 ④

圓島 信也 三菱パワー株式会社 新事業ビジネスユニット ソリューション計画部 主幹技師 ②

※○内の数字は出席した回
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2050年に向けたガス事業の在り方研究会 オブザーバー②

経済産業省

月舘 実 産業保安グループ ガス安全室長 ①③

山口 仁 資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部 政策課長 兼 熱電併給推進室長 ②～⑦

早田 豪 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石油・天然ガス課長 ③

平井 貴大 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石油・天然ガス課 課長補佐 ②④⑥⑦

橋爪 優文 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石油流通課 企画官 ⑤

田村 厚雄 関東経済産業局 資源エネルギー環境部長 ⑤

国土交通省

新屋 千樹 国土交通省 都市局 都市整備課 拠点整備事業推進官 ⑤

宮津 智文 国土交通省 港湾局 港湾経済課 港湾物流戦略室長 ④

※○内の数字は出席した回
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2050年に向けたガス事業の在り方研究会 開催実績

令和２年

第１回（９月４日） －2050年に向けたガス事業の在り方について

・日本ガス協会からのヒアリング

第２回（１０月６日）

－サステナブルな社会に向けた低炭素化・脱炭素化、安定供給継続・事業継続に向けた経営基盤の強化

・秋元委員、柴田委員からのプレゼン

・事業者からのヒアリング（川崎重工業、三菱パワー、東京ガス、大阪ガス）

第３回（１０月２６日） －安心・安全な社会に向けたレジリエンス強化

・経済産業省からのヒアリング（石油・天然ガス課、ガス安全室）

・事業者等からのヒアリング（ＪＥＲＡ、東京ガス、大阪ガス、日本ガス協会）

第４回（１２月１６日） －サステナブルな社会に向けた低炭素化・脱炭素化

・国土交通省からのヒアリング（港湾物流戦略室）

・事業者等からのヒアリング（住友化学、中外炉工業、三浦工業、日本ガス協会）

令和３年

第５回（１月２８日） －安定供給継続・事業継続に向けた経営基盤の強化

・事業者等からのヒアリング（日本ガス協会、サーラエナジー、小田原ガス、日本瓦斯、日本熱供給事業協会）

・関東経済産業局（資源エネルギー環境部）、国土交通省（市街地整備課）からのヒアリング

・上田委員からのプレゼン

第６回（２月２４日） －ガスの役割を果たすための取組

・日本ガス協会からのヒアリング

第７回（３月２３日） －中間とりまとめ（案）

・事業者からのヒアリング（東京ガス、大阪ガス、東邦ガス）


